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１．概要

本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第 42 条 使用済燃料

貯蔵槽の冷却等のための設備」に関して、基本設計方針に記載する事

項、添付書類に記載すべき事項、補足説明すべき事項について整理し

た結果を示すものである。

整理にあたっては、「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付

書類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：

添付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施

した。 

２．本資料の構成

「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説

明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：添付書類等を踏

まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理

結果を別紙として示し、別紙を以下の通り構成する。 

別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設

計方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等

を図る。 

別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次

の展開 

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第１回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。 

別紙３：基本設計方針の添付書類への展開（追而） 

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。 

別紙４：添付書類の発電炉との比較（追而） 

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がな

いかを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差があ

ることが明らかな項目は比較対象としない（概要などは比較対

象外）。 

別紙５：補足説明すべき項目の抽出（追而） 

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補

足が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との

比較を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追

加すべきものを抽出する。 

別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけ

を示す。 

※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に

示す。
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和３年９月30日　Ｒ０

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 9/30 0

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 9/30 0

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 9/30 0 ※本別紙は追而とする。

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 9/30 0 ※本別紙は追而とする。

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 9/30 0 ※本別紙は追而とする。

別紙６ 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 9/30 0 ※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示す。

プール00-01　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（プール）】

別紙
備考
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（1 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
第四十二条 

 再処理施設には、使用済燃料

貯蔵槽の冷却機能又は注水機能

が喪失し、又は使用済燃料貯蔵

槽からの水の漏えいその他の要

因により当該使用済燃料貯蔵槽

の水位が低下した場合において

使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃

料を冷却し、放射線を遮蔽し、

及び臨界を防止するために必要

な設備が設けられていなければ

ならない。 

注① 

抑① 

臨① 

監① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 個別項目 

1.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

 

1.2 重大事故等対処設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.1 代替注水設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ．使用済燃料の受入施設及び貯蔵施設

の構造及び設備 

(１) 構 造 

(ⅱ) 重大事故等対処設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ａ) 代替注水設備 

 

プール水冷却系若しくはその他再処理

設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却

水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設用）の冷却機能が喪失し，又は補給

水設備の注水機能が喪失し，燃料貯蔵プ

ール等の水位が低下した場合，又は燃料

貯蔵プール等からの小規模な水の漏えい

その他の要因により燃料貯蔵プール等の

水位が低下した場合において，燃料貯蔵

プール等内の使用済燃料を冷却し，及び

放射線を遮蔽するために必要な重大事故

等対処設備を設置及び保管する。□1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

 

 

3.2 重大事故等対処設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.1 代替注水設備 

3.2.1.1 概  要 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，燃料貯蔵プール等内の使

用済燃料を冷却し，及び放射線を遮蔽す

るために必要な重大事故等対処設備を設

置及び保管する。◇1  

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースを

接続し，第１貯水槽から燃料貯蔵プール

等へ水を供給するための経路を構築する

ことで，燃料貯蔵プール等へ注水しプー

ル水位を維持する。◇1  

 

 

5 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の

基本設計方針，規格基準及び適用規格 

(1) 基本設計方針 

（「第１章 共通項目」の項は省略） 

第２章 個別項目 

1. 燃料取扱設備 

2. 燃料貯蔵設備 

3. 計測装置等 

4. 使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 

4.1 燃料プール冷却浄化系 

使用済燃料プールは，燃料プール冷却

浄化系ポンプ，燃料プール冷却浄化系熱

交換器，フィルタ脱塩器等で構成する燃

料プール冷却浄化系を設け，通常運転

時，運転時の異常な過渡変化時及び設計

基準事故時において，使用済燃料からの

崩壊熱を除去するとともに，使用済燃料

プール水を浄化できる設計とする。ま

た，補給水ラインを設け，使用済燃料プ

ール水の補給が可能な設計とする。さら

に，全炉心燃料を使用済燃料プールに取

り出した場合や燃料プール冷却浄化系で

使用済燃料プール水の冷却ができない場

合は，残留熱除去系を用いて使用済燃料

からの崩壊熱を除去できる設計とする。 

燃料プール冷却浄化系熱交換器で除去

した熱は，原子炉補機冷却系を経て，

終的な熱の逃がし場である海へ輸送でき

る設計とする。 

 

4.2 代替燃料プール注水系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 
波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 
灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 
黄色ハッチング：発電炉設工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 
紫字：ＤＢ設備に関する記載（比較対象外箇所） 
  ：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等 

【凡例】 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（2 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 代替注水設備は，可搬型中型移送ポン

プ，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースで構成する。注①a 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 代替注水設備は，燃料仮置きピット，

燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット

（以下，「燃料貯蔵プール等」とい

う。）の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模

な水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が低下した場合におい

て，燃料貯蔵プール等へ注水し水位を維

持することにより，使用済燃料を冷却

し，及び放射線を遮蔽できる設計とす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，可搬型中型移送ポン

プ，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースで構成する。注①a 

 

水供給設備の一部である第１貯水槽並

びに補機駆動用燃料補給設備の一部であ

る第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽（以下

「軽油貯槽」という。）を常設重大事故

等対処設備として設置する。□2  

 

代替安全冷却水系の一部である可搬型

中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及

び運搬車，補機駆動用燃料補給設備の一

部である軽油用タンクローリ並びに計装

設備の一部である可搬型代替注水設備流

量計を可搬型重大事故等対処設備として

配備する。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，燃料貯蔵プール等の

冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃

料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が低下した場合において，燃料貯

蔵プール等へ注水し水位を維持すること

により，使用済燃料を冷却し，及び放射

線を遮蔽できる設計とする。注①b 

 

 

3.2.1.2 系統構成及び主要設備 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において燃料貯蔵プール等内の使用

済燃料を冷却し，及び放射線を遮蔽する

ため，代替注水設備を設ける。◇1  

 

 (１) 系統構成 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合の重大事故等対処設備として，代替

注水設備を使用する。◇1  

代替注水設備は，可搬型中型移送ポン

プ，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースで構成する。◇1  

 

水供給設備の一部である第１貯水槽及

び補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。◇2  

 

 

代替安全冷却水系の一部である可搬型

中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及

び運搬車，補機駆動用燃料補給設備の一

部である軽油用タンクローリ並びに計装

設備の一部である可搬型代替注水設備流

量計を可搬型重大事故等対処設備として

配備する。◇2  

 

代替安全冷却水系の詳細については，

「9.5.2.1 代替安全冷却水系」に，水供

給設備の詳細については，「9.4.2.1 水

供給設備」に，補機駆動用燃料補給設備

の詳細については，「9.14 補機駆動用

燃料補給設備」に，計装設備の詳細につ

いては，「6.2.1 計装設備」に示す。◇1

◇2  

 (２) 主要設備 

代替注水設備は，燃料貯蔵プール等の冷

却機能又は注水機能が喪失し，又は燃料

貯蔵プール等からの小規模な水の漏えい

その他の要因により燃料貯蔵プール等の

水位が低下した場合において，燃料貯蔵

プール等へ注水し水位を維持することに

より，使用済燃料を冷却し，及び放射線

を遮蔽できる設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料プールの冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は使用済燃料プールか

らの水の漏えいその他の要因により当該

使用済燃料プールの水位が低下した場合

において使用済燃料プール内の燃料体等

を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を

防止するために必要な重大事故等対処設

備として代替燃料プール注水系を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可の記載を踏襲し，代替注

水設備の構成を記載している

ため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

臨界を防止する方針は

同様であるが、当社の

臨界防止は臨界防止設

備による設計としてお

り、別項目「1.2.4 臨

界防止設備」にて記載

するため。 

【許可からの変更点】 
「燃料貯蔵プール等」について

対象を明確化した。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（3 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。注①b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，使用済燃料プールからの大量の

水の漏えいその他の要因により使用済燃

料プールの水位が異常に低下した場合に

おいて，使用済燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界

を防止するために必要な重大事故等対処

設備として代替燃料プール注水系を設け

る設計とする。 

使用済燃料プールに接続する配管の破

損等により，使用済燃料プール水戻り配

管からサイフォン現象による水の漏えい

が発生した場合に，原子炉建屋原子炉棟 6 

階における線量率が放射線被ばくを管理

する上で定めた線量率を満足できるよ

う，漏えいの継続を防止し，燃料体等か

らの放射線の遮蔽に必要となる水位を維

持するため，戻り配管上部に静的サイフ

ォンブレーカを設ける設計とする。 

静的サイフォンブレーカは，耐震性も

含めて機器，弁類等の故障及び誤操作等

によりその機能を喪失することのない設

計とする。 

 

4.2.1 使用済燃料プール注水 

残留熱除去系（使用済燃料プール水の

冷却及び補給）及び燃料プール冷却浄化

系の有する使用済燃料プールの冷却機能

喪失又は残留熱除去系ポンプによる使用

済燃料プールへの補給機能が喪失し，又

は使用済燃料プールに接続する配管の破

断等による使用済燃料プール水の小規模

な漏えいにより使用済燃料プールの水位

が低下した場合に，使用済燃料プール内

の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，

及び臨界を防止するための重大事故等対

処設備のうち使用済燃料プールへの注水

設備として，注水ライン，常設スプレイ

ヘッダ及び可搬型スプレイノズルを使用

した代替燃料プール注水系を設ける設計

とする。 

 

4.2.1.1 代替燃料プール注水系（注水ラ

イン）を使用した使用済燃料プール注水 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

替燃料プール注水系（注水ライン） 

常設低圧代替注水系ポンプによる代替

燃料プール注水系（注水ライン）は，常

設低圧代替注水系ポンプにより，代替淡

水貯槽の水を代替燃料プール注水系配管

等を経由して使用済燃料プールへ注水す

ることにより，使用済燃料プールの水位

を維持できる設計とする。 

常設低圧代替注水系ポンプによる代替

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プールへ

注水する基本方針は同様だが、発電炉では

注水ライン、常設スプレイヘッダ及び可搬

型スプレイノズルを用いた注水手段を設け

ているのに対し、当社では「1.2.1 代替注

水設備」に記載のとおり可搬型中型移送ポ

ンプ、可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースによる注水手段を設けているた

め。 

①(P11)へ 

②(P17)へ 

③(P18)へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへ注水する方針は同様で

あるが、発電炉は注水する手段として常設

重大事故等対処設備を使用することに伴

い、電気設備による給電について記載して

いるのに対し、当社は電源設備により給電

しない可搬型重大事故等対処設備により注

水する設計方針であるため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プールへ

注水する基本方針は同様だが、発電炉では

常設の注水ラインによる注水手段を設けて

いるのに対し、当社では「1.2.1 代替注

水設備」に記載のとおり可搬型中型移送ポ

ンプ、可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースによる注水手段を設けているた

め。 
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燃料プール注水系（注水ライン）は，代

替所内電気設備を経由した常設代替交流

電源設備又は可搬型代替交流電源設備か

らの給電が可能な設計とする。 

また，使用済燃料プールは，使用済燃

料貯蔵ラックの形状を維持した状態にお

いて，常設代替注水系ポンプを使用した

代替燃料プール注水系（注水ライン）に

よる冷却及び水位確保により使用済燃料

プールの機能を維持し，実効増倍率が

も高くなる冠水状態においても実効増倍

率は不確定性を含めて 0.95 以下で臨界を

防止できる設計とする。 

(2) 可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬

型代替注水大型ポンプによる代替燃料プ

ール注水系（注水ライン） 

可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型

代替注水大型ポンプによる代替燃料プー

ル注水系（注水ライン）は，可搬型代替

注水中型ポンプ（直列 2 台）により西側

淡水貯水設備の水を，可搬型代替注水大

型ポンプにより代替淡水貯槽の水を代替

燃料プール注水系配管等を経由して使用

済燃料プールへ注水することにより，使

用済燃料プールの水位を維持できる設計

とする。 

可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型

代替注水大型ポンプによる代替燃料プー

ル注水系（注水ライン）は，代替所内電

気設備を経由した常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備からの給電

が可能な設計とする。 

また，使用済燃料プールは，使用済燃

料貯蔵ラックの形状を維持した状態にお

いて，可搬型代替注水中型ポンプ又は可

搬型代替注水大型ポンプを使用した代替

燃料プール注水系（注水ライン）による

冷却及び水位確保により使用済燃料プー

ルの機能を維持し，実効増倍率が も高

くなる冠水状態においても実効増倍率は

不確定性を含めて 0.95 以下で臨界を防止

できる設計とする。 

可搬型代替注水中型ポンプ及び可搬型

代替注水大型ポンプは，空冷式のディー

ゼルエンジンにより駆動できる設計とす

る。 

可搬型代替注水中型ポンプ及び可搬型

代替注水大型ポンプは，想定される重大

事故等時において，使用済燃料プール内

の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，

及び臨界を防止するために必要な注水流

量を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④(P20)へ 

⑤(P20)へ 

⑥(P7)へ 

⑦(P8)へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

可搬型ポンプにより使用済燃料プールへ注

水し、水位を維持する基本方針は同様だ

が、注水のための設備構成が異なるため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへ注水する方針は同様で

あるが、発電炉は注水する手段として可搬

型代替注水中型ポンプへの給電について記

載しているのに対し、当社は電源設備によ

り給電しない可搬型重大事故等対処設備に

より注水する設計方針であるため。 
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4.2.1.2 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ール注水 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

常設低圧代替注水ポンプによる代替燃

料プール注水系（常設スプレイヘッダ）

は，常設低圧代替注水系ポンプにより，

代替淡水貯槽の水を代替燃料プール注水

系配管等を経由して常設スプレイヘッダ

から使用済燃料プールへ注水することに

より，使用済燃料プールの水位を維持で

きる設計とする。 

常設低圧代替注水系ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）は，代替所内電気設備を経由した常

設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

また，使用済燃料プールは，使用済燃

料貯蔵ラックの形状を維持した状態にお

いて，常設代替注水系ポンプを使用した

代替燃料プール注水系（常設スプレイヘ

ッダ）による冷却及び水位確保により使

用済燃料プールの機能を維持し，実効増

倍率が も高くなる冠水状態においても

実効増倍率は不確定性を含めて 0.95 以下

で臨界を防止できる設計とする。 

(2) 可搬型代替注水大型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）は，可搬型代替注水大型ポンプによ

り，代替淡水貯槽の水を代替燃料プール

注水系配管等を経由して常設スプレイヘ

ッダから使用済燃料プールへ注水するこ

とにより，使用済燃料プールの水位を維

持できる設計とする。 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）は，代替所内電気設備を経由した常

設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

また，使用済燃料プールは，使用済燃

料貯蔵ラックの形状を維持した状態にお

いて，可搬型代替注水大型ポンプを使用

した代替燃料プール注水系（常設スプレ

イヘッダ）による冷却及び水位確保によ

り使用済燃料プールの機能を維持し，実

効増倍率が も高くなる冠水状態におい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧(P21)へ 

⑨(P21)へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プール

へ注水する基本方針は同様だが、発電炉

では常設スプレイヘッダによる注水手段

を設けているのに対し、当社では「1.2.1 

代替注水設備」に記載のとおり可搬型中

型移送ポンプ、可搬型建屋外ホース及び

可搬型建屋内ホースによる注水手段を設

けているため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへ注水する方針は同様で

あるが、発電炉は注水する手段として常設

重大事故等対処設備を使用することに伴

い、電気設備による給電について記載して

いるのに対し、当社は電源設備により給電

しない可搬型重大事故等対処設備により注

水する設計方針であるため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへ注水する方針は同様

であるが、発電炉は注水する手段として

常設重大事故等対処設備を使用すること

に伴い、電気設備による給電について記

載しているのに対し、当社は電源設備に

より給電しない可搬型重大事故等対処設

備により注水する設計方針であるため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プールへ

注水する基本方針は同様だが、発電炉では

常設の注水ラインによる注水手段を設けて

いるのに対し、当社では「1.2.1 代替注

水設備」に記載のとおり可搬型中型移送ポ

ンプ、可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースによる注水手段を設けているた

め。 
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代替安全冷却水系の詳細については，

「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２）代替安全冷

却水系」に，水供給設備の詳細について

は，「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)１）水供給

設備」に，補機駆動用燃料補給設備の詳

細については，「リ． (４)(ⅶ)補機駆動

用燃料補給設備」に，計装設備の詳細に

ついては，「ヘ．(３)(ⅱ)(ａ)計装設

備」に示す。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.1.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 (１)

ａ．多様性，位置的分散」に示す。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ても実効増倍率は不確定性を含めて 0.95

以下で臨界を防止できる設計とする。 

可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式

のディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

可搬型代替注水大型ポンプは，想定さ

れる重大事故等時において，使用済燃料

プール内の燃料体等を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止するために必要

な注水流量を有する設計とする。 

 

4.2.1.3 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プール注水 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替

燃料プール注水系（可搬型スプレイノズ

ル）は，可搬型代替注水大型ポンプによ

り代替淡水貯槽の水をホース等を経由し

て可搬型スプレイノズルから使用済燃料

プールへ注水することにより，使用済燃

料プールの水位を維持できる設計とす

る。 

また，使用済燃料プールは，使用済燃

料貯蔵ラックの形状を維持した状態にお

いて，可搬型代替注水大型ポンプを使用

した代替燃料プール注水系（可搬型スプ

レイノズル）による冷却及び水位確保に

より使用済燃料プールの機能を維持し，

実効増倍率が も高くなる冠水状態にお

いても実効増倍率は不確定性を含めて

0.95 以下で臨界を防止できる設計とす

る。 

可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式

のディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

可搬型代替注水大型ポンプは，想定さ

れる重大事故等時において，使用済燃料

プール内の燃料体等を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止するために必要

な注水流量を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩(P7)へ 

⑪(P8)へ 

⑫(P21)へ 

⑬(P7)へ 

⑭(P8)へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プール

へ注水する基本方針は同様だが、発電炉

では可搬型スプレイノズルによる注水手

段を設けているのに対し、当社では

「1.2.1 代替注水設備」に記載のとおり

可搬型中型移送ポンプ、可搬型建屋外ホ

ース及び可搬型建屋内ホースによる注水

手段を設けているため。 
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代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，補給水設備と共通要因によって同時

にその機能が損なわれるおそれがないよ

う，電気駆動である補給水設備のポンプ

とは異なる駆動方式である空冷式のディ

ーゼルエンジンにより駆動し，必要な燃

料は，補機駆動用燃料補給設備から補給

が可能な設計とすることで，補給水設備

に対して多様性を有する設計とする。注

③a 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないように，故障時バックアッ

プを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を

確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る設計

とする。注③b 

 

 

 

代替注水設備は，他の設備から独立し

て単独で使用可能なことにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。注

④a 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，回転体が飛散することを防ぐことで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。注④b 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，竜巻により飛来物と

ならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。注④c 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，電気駆動である補給

水設備のポンプとは異なる駆動方式であ

る空冷式のディーゼルエンジンにより駆

動し，必要な燃料は，補機駆動用燃料補

給設備から補給が可能な設計とすること

で，補給水設備に対して多様性を有する

設計とする。注③a 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないように，故障時バックアッ

プを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を

確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る。注

③b 

 

 

 

代替注水設備は，他の設備から独立し

て単独で使用可能なことにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。注

④a 

 

 

 

 

 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，竜巻により飛来物と

ならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。注④c 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，電気駆動である補給

水設備のポンプとは異なる駆動方式であ

る空冷式のディーゼルエンジンにより駆

動し，必要な燃料は，補機駆動用燃料補

給設備から補給が可能な設計とすること

で，補給水設備に対して多様性を有する

設計とする。◇1  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないように，故障時バックアッ

プを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を

確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る。◇1  

 

 (２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18 (１)

ｂ．悪影響防止」に示す。◇3  
代替注水設備は，他の設備から独立し

て単独で使用可能なことにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。◇1  
 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，回転体が飛散することを防ぐことで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。注④b 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，竜巻により飛来物と

ならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。◇1  

 

 (３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18 (２)個

数及び容量」に示す。◇3  

4.2.1.1 代替燃料プール注水系（注水ラ

イン）を使用した使用済燃料プール注水 

（中略） 
可搬型代替注水中型ポンプ及び可搬型

代替注水大型ポンプは，空冷式のディー

ゼルエンジンにより駆動できる設計とす

る。 

 

4.2.1.2 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ール注水 

（中略） 
可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式

のディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

 

4.2.1.3 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プール注水 

（中略） 
可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式

のディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち多

様性、位置的分散に係る設計

上考慮すべき事項を記載して

いるため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち多

様性、位置的分散に係る設計

上考慮すべき事項を記載して

いるため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち悪

影響防止に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 

⑥(P4)から 

⑩(P6)から 

⑬(P6)から 

【許可からの変更点】 

補給水設備に対して多様性を有

する設計とする設備である可搬

型中型移送ポンプを記載 

【許可からの変更点】 

基本設計方針の記載に合わせ、

記載の語尾を統一。（以下同

じ） 

【「等」の解説】 

「固縛等」とは設備を固定する

手段の総称として示した記載で

あることから許可の記載を用い

た。（以下同じ） 
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代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，燃料貯蔵プール等へ注水するために

必要な注水流量を有する設計とするとと

もに，保有数は，必要数並びに予備とし

て故障時及び点検保守による待機除外時

のバックアップを含め十分な台数以上を

確保する設計とする。注⑤a 

 

代替注水設備は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設

備の注水機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失に対処することか

ら，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を確保する設計とす

る。注⑤b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。注⑥a 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，風（台風）及び竜巻

に対して，風（台風）及び竜巻による風

荷重を考慮し，当該設備の転倒防止，固

縛等の措置を講じて保管する設計とす

る。注⑥b 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる代替注水設備は，「３．自然現

象」の「３．１ 地震による損傷の防

止」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。注⑥c 

 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，燃料貯蔵プール等へ注水するために

必要な注水流量を有する設計とするとと

もに，保有数は，必要数として１台，□4

予備として故障時及び保守点検による待

機除外時のバックアップを２台の合計３

台□4 以上を確保する。注⑤a 
 

代替注水設備は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設

備の注水機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失に対処することか

ら，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を１セット□4 確保す

る。注⑤b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。注⑥a 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，風（台風）及び竜巻

に対して，風（台風）及び竜巻による風

荷重を考慮し，当該設備の転倒防止，固

縛等の措置を講じて保管する設計とす

る。注⑥b 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる代替注水設備は，「ロ．

(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ)地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわな

 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，燃料貯蔵プール等へ注水するために

必要な注水流量を有する設計とするとと

もに，保有数は，必要数として１台，予

備として故障時及び保守点検による待機

除外時のバックアップを２台の合計３台

以上を確保する。◇1 ◇5  

 

代替注水設備は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設

備の注水機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失に対処することか

ら，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を１セット確保す

る。◇1 ◇5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18 (３)環

境条件等」に示す。◇3  
代替注水設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。◇1  

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，風（台風）及び竜巻

に対して，風（台風）及び竜巻による風

荷重を考慮し，当該設備の転倒防止，固

縛等の措置を講じて保管する設計とす

る。◇1  
 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる代替注水設備は，「1.7.18(５)

地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計」に基づく設計とすること

でその機能を損なわない設計とする。◇1  

 

4.2.1.1 代替燃料プール注水系（注水ラ

イン）を使用した使用済燃料プール注水 

（中略） 
可搬型代替注水中型ポンプ及び可搬型

代替注水大型ポンプは，想定される重大

事故等時において，使用済燃料プール内

の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，

及び臨界を防止するために必要な注水流

量を有する設計とする。 

 

 

4.2.1.2 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ール注水 

（中略） 
可搬型代替注水大型ポンプは，想定さ

れる重大事故等時において，使用済燃料

プール内の燃料体等を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止するために必要

な注水流量を有する設計とする。 

 

 

4.2.1.3 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プール注水 

（中略） 
可搬型代替注水大型ポンプは，想定さ

れる重大事故等時において，使用済燃料

プール内の燃料体等を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止するために必要

な注水流量を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち環

境条件等に係る設計上考慮す

べき事項を記載しているた

め。 

⑦(P4)から 

⑪(P6)から 

⑭(P6)から 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち個

数及び容量に係る設計上考慮す

べき事項を記載しているため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

臨界を防止する方針は

同様であるが、当社の

臨界防止は臨界防止設

備による設計としてお

り、別項目「1.2.4 臨

界防止設備」にて記載

するため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

臨界を防止する方針は

同様であるが、当社の

臨界防止は臨界防止設

備による設計としてお

り、別項目「1.2.4 臨

界防止設備」にて記載

するため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

臨界を防止する方針は

同様であるが、当社の

臨界防止は臨界防止設

備による設計としてお

り、別項目「1.2.4 臨

界防止設備」にて記載

するため。 

【許可からの変更点】 
仕様表対象設備の仕様は仕様表

で示すため、基本設計方針では

「十分な台数以上」と記載。

（以下同じ） 

【許可からの変更点】 
基本設計方針の構成に合わせ

て、当該設備の設計方針の記載

箇所を明記。（以下同じ） 
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代替注水設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生

飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とす

る。注⑥d 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，積雪及び火山の影響

に対して，積雪に対しては除雪する手順

を，火山の影響（降下火砕物による積載

荷重）に対しては除灰及び屋内へ配備す

る手順に関することを保安規定に定め

て，管理する。注⑥e 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない屋外で

操作可能な設計とする。注⑥f 

 

 

 

 

代替注水設備の接続口は，速やかに，

容易かつ確実に現場での接続ができるよ

う，ホースは口径並びに内部流体の圧力

及び温度に応じた簡便なコネクタ接続方

式を用いる設計とする。注⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観確認，性能確認及び分解点検が可能な

設計とする。注⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

い設計とする。注⑥c 

 

代替注水設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生

飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とす

る。注⑥d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない屋外で

操作可能な設計とする。注⑥f 

 

 

 

 

代替注水設備の接続口は，速やかに，容

易かつ確実に現場での接続ができるよ

う，ホースは口径並びに内部流体の圧力

及び温度に応じた簡便なコネクタ接続方

式を用いる設計とする。注⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観確認，性能確認及び分解点検が可能な

設計とする。注⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生

飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とす

る。◇1  

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型

中型移送ポンプは，積雪及び火山の影響

に対して，積雪に対しては除雪する手順

を，火山の影響（降下火砕物による積載

荷重）に対しては除灰及び屋内へ配備す

る手順を整備する。注⑥e 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない屋外で

操作可能な設計とする。◇1  

 

 (５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18 (４)

ａ．操作性の確保」に示す。◇3  

代替注水設備の接続口は，速やかに，

容易かつ確実に現場での接続ができるよ

う，ホースは口径並びに内部流体の圧力

及び温度に応じた簡便なコネクタ接続方

式を用いる設計とする。◇1  
 

3.2.1.4 主要設備及び仕様 

代替注水設備の主要設備の仕様を第３

－５(1)表に，代替注水設備に関連するそ

の他設備の概略仕様を第３－５(2)表～第

３－５(5)表に，代替注水設備による対応

に関する設備の系統概要図を第３－14図

に示す。◇3  

 

3.2.1.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18 (４)

ｂ．試験・検査性」に示す。◇3  

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプ

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観確認，性能確認及び分解点検が可能な

設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち操

作性の確保に係る設計上考慮す

べき事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち試

験・検査に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 

【許可からの変更点】 
基本設計方針の記載に合わせ、

記載の語尾を統一。（以下同

じ） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（10 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
２  再処理施設には、使用済燃

料貯蔵槽からの大量の水の漏え

いその他の要因により当該使用

済燃料貯蔵槽の水位が異常に低

下した場合において使用済燃料

貯蔵槽内の使用済燃料の著しい

損傷の進行を緩和し、及び臨界

を防止するために必要な設備が

設けられていなければならな

い。 

ス① 

臨① 

監① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.2 スプレイ設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース

及び可搬型スプレイヘッダで構成する。

ス①a 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｂ) スプレイ設備 

 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合におい

て，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の

著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性

物質又は放射線の大気中への著しい放出

による影響を緩和するために必要な重大

事故等対処設備を設置及び保管する。□1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース

及び可搬型スプレイヘッダで構成する。

ス①a 

 

水供給設備の一部である第１貯水槽及

び補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。□2  

代替安全冷却水系の一部であるホース

展張車及び運搬車，注水設備の一部であ

る大型移送ポンプ車及び可搬型建屋外ホ

ース，補機駆動用燃料補給設備の一部で

ある軽油用タンクローリ及び計装設備の

一部である可搬型スプレイ設備流量計を

3.2.2 スプレイ設備 

3.2.2.1 概  要 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合におい

て，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の

著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性

物質又は放射線の大気中への著しい放出

による影響を緩和するために必要な重大

事故等対処設備を設置及び保管する。◇1  

 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合は，大型

移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース及び可搬型スプレイヘ

ッダを接続し，第１貯水槽から燃料貯蔵

プール等へ水をスプレイするための経路

を構築することで，燃料貯蔵プール等へ

水をスプレイする。◇1  

 

3.2.2.2 系統構成及び主要設備 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合において

燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の著し

い損傷の進行を緩和し，及び放射性物質

又は放射線の大気中への著しい放出によ

る影響を緩和するため，スプレイ設備を

設ける。◇1  

 

 (１) 系統構成 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えい発生時に使用する設備は，燃料貯蔵

プール等からの大量の水の漏えいその他

の要因により燃料貯蔵プール等の水位が

異常に低下した場合の重大事故等対処設

備として，スプレイ設備を使用する。◇1  
 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース

及び可搬型スプレイヘッダで構成する。

◇1  
 

水供給設備の一部である第１貯水槽及

び補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。◇2  

代替安全冷却水系の一部であるホース

展張車及び運搬車，注水設備の一部であ

る大型移送ポンプ車及び可搬型建屋外ホ

ース，補機駆動用燃料補給設備の一部で

ある軽油用タンクローリ及び計装設備の

一部である可搬型スプレイ設備流量計を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可の記載を踏襲し，スプレイ

設備の構成を記載しているた

め。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（11 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等か

らの大量の水の漏えいその他の要因によ

り燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下

した場合において，燃料貯蔵プール等へ

水をスプレイすることにより，燃料貯蔵

プール等内の使用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和し，及び放射性物質又は放射

線の大気中への著しい放出による影響を

緩和できる設計とする。ス①b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等か

らの大量の水の漏えいその他の要因によ

り燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下

した場合において，燃料貯蔵プール等へ

水をスプレイすることにより，燃料貯蔵

プール等内の使用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和し，及び放射性物質又は放射

線の大気中への著しい放出による影響を

緩和できる設計とする。ス①b 

 

代替安全冷却水系の詳細については，

「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２）代替安全冷

却水系」に，注水設備の詳細について

は，「リ．(４)(ⅷ)(ｂ)注水設備」に，

水供給設備の詳細については，「リ．

(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)１）水供給設備」に，

補機駆動用燃料補給設備の詳細について

は，「リ．(４)(ⅶ)補機駆動用燃料補給

設備」に，計装設備の詳細については，

「ヘ．(３)(ⅱ)(ａ)計装設備」に示す。

□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。◇2  
 

代替安全冷却水系の詳細については，

「9.5.2.1 代替安全冷却水系」に，注水

設備の詳細については，「9.15.2 注水

設備」に，水供給設備の詳細について

は，「9.4.2.1 水供給設備」に，補機駆

動用燃料補給設備の詳細については，

「9.14 補機駆動用燃料補給設備」に，

計装設備の詳細については，「6.2.1 計

装設備」に示す。◇1 ◇2  

 

 (２) 主要設備 

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等か

らの大量の水の漏えいその他の要因によ

り燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下

した場合において，燃料貯蔵プール等へ

水をスプレイすることにより，燃料貯蔵

プール等内の使用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和し，及び放射性物質又は放射

線の大気中への著しい放出による影響を

緩和できる設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 代替燃料プール注水系 

（中略） 
また，使用済燃料プールからの大量の

水の漏えいその他の要因により使用済燃

料プールの水位が異常に低下した場合に

おいて，使用済燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界

を防止するために必要な重大事故等対処

設備として代替燃料プール注水系を設け

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 使用済燃料プールスプレイ 

使用済燃料プールからの大量の水の漏

えい等により使用済燃料プールの水位が

異常に低下した場合に，燃料損傷を緩和

するとともに，燃料損傷時には使用済燃

料プール内の燃料体等の上部全面にスプ

レイすることによりできる限り環境への

放射性物質の放出を低減するための重大

事故等対処設備のうち使用済燃料プール

スプレイ設備として，常設スプレイヘッ

ダ及び可搬型スプレイノズルを使用した

代替燃料プール注水系を設ける設計とす

る。 

 

4.2.2.1 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ールスプレイ 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①(P3)から 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

臨界を防止する方針は

同様であるが、当社の

臨界防止は臨界防止設

備による設計としてお

り、別項目「1.2.4 臨

界防止設備」にて記載

するため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プール

へスプレイする基本方針は同様だが、発

電炉では常設スプレイヘッダ及び可搬型

スプレイノズルを用いたスプレイ手段を

設けているのに対し、当社では「1.2.2 

スプレイ設備」に記載のとおり可搬型建

屋内ホース及び可搬型スプレイヘッダに

よるスプレイ手段を設けているため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う記載であり、当

社の許可整合の観点では記載されないた

め。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（12 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

常設低圧代替注水系ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）は，常設低圧代替注水系ポンプによ

り，代替淡水貯槽の水を代替燃料プール

注水系配管等を経由して常設スプレイヘ

ッダから使用済燃料プール内の燃料体等

に直接スプレイすることにより，燃料損

傷を緩和するとともに，環境への放射性

物質の放出をできる限り低減できるよ

う，使用済燃料プールの全面に向けてス

プレイし，使用済燃料プール内に貯蔵し

ている燃料体等からの崩壊熱による蒸散

量を上回る量をスプレイできる設計とす

る。 

常設低圧代替注水系ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）は，代替所内電気設備を経由した常

設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

使用済燃料プール内へのスプレイ量

は，試験により確認する。また，使用済

燃料プールは，常設低圧代替注水系ポン

プによる代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）にて，使用済燃料貯蔵ラ

ック及び燃料体等を冷却し，臨界になら

ないように配慮したラック形状及び燃料

配置において，いかなる一様な水密度で

あっても実効増倍率は不確定性を含めて

0.95 以下で臨界を防止できる設計とす

る。 

 

(2) 可搬型代替注水大型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）は，可搬型代替注水大型ポンプによ

り，代替淡水貯槽の水を代替燃料プール

注水系配管等を経由して常設スプレイヘ

ッダから使用済燃料プール内の燃料体等

に直接スプレイすることにより，燃料損

傷を緩和するとともに，環境への放射性

物質の放出をできる限り低減できるよ

う，使用済燃料プールの全面に向けてス

プレイし，使用済燃料プール内に貯蔵し

ている燃料体等からの崩壊熱による蒸散

量を上回る量をスプレイできる設計とす

る。 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替

燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯(P21)へ 

⑮(P16)へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プール

へスプレイする基本方針は同様だが、発

電炉では常設スプレイヘッダによるスプ

レイ手段を設けているのに対し、当社で

は「1.2.1 代替注水設備」に記載のとお

り可搬型中型移送ポンプ、可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースによる注

水手段を設けているため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへスプレイする方針は

同様であるが、発電炉はスプレイする手

段として常設重大事故等対処設備を使用

することに伴い、電気設備による給電に

ついて記載しているのに対し、当社は電

源設備により給電しない可搬型重大事故

等対処設備によりスプレイする設計方針

であるため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへスプレイする方針は

同様であるが、発電炉はスプレイする手

段として常設重大事故等対処設備を使用

することに伴い、電気設備による給電に

ついて記載しているのに対し、当社は電

源設備により給電しない可搬型重大事故

等対処設備によりスプレイする設計方針

であるため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準要求に基づき使用済燃料プール

へスプレイする基本方針は同様だが、発

電炉では常設スプレイヘッダによるスプ

レイ手段を設けているのに対し、当社で

は「1.2.1 代替注水設備」に記載のとお

り可搬型中型移送ポンプ、可搬型建屋外

ホース及び可搬型建屋内ホースによる注

水手段を設けているため。 
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ダ）は，代替所内電気設備を経由した常

設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

使用済燃料プール内へのスプレイ量

は，試験により確認する。また，使用済

燃料プールは，可搬型代替注水大型ポン

プによる代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）にて，使用済燃料貯蔵ラ

ック及び燃料体等を冷却し，臨界になら

ないように配慮したラック形状及び燃料

配置において，いかなる一様な水密度で

あっても実効増倍率は不確定性を含めて

0.95 以下で臨界を防止できる設計とす

る。 

可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式

のディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

 

4.2.2.2 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プールスプレイ 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替

燃料プール注水系（可搬型スプレイノズ

ル）は，可搬型代替注水大型ポンプによ

り，代替淡水貯槽の水をホース等を経由

して可搬型スプレイノズルから使用済燃

料プール内の燃料体等に直接スプレイす

ることにより，燃料損傷を緩和するとと

もに，環境への放射性物質の放出をでき

る限り低減できるよう使用済燃料プール

の全面に向けてスプレイし，使用済燃料

プール内に貯蔵している燃料体等からの

崩壊熱による蒸散量を上回る量をスプレ

イできる設計とする。 

使用済燃料プール内へのスプレイ量

は，試験により確認する。また，使用済

燃料プールは，可搬型代替注水大型ポン

プによる代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）にて，使用済燃料貯蔵

ラック及び燃料体等を冷却し，臨界にな

らないように配慮したラック形状及び燃

料配置において，いかなる一様な水密度

であっても実効増倍率は不確定性を含め

て 0.95 以下で臨界を防止できる設計とす

る。 

可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式

のディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑰(P16)へ 

⑱(P22)へ 

⑲(P16)へ 

⑳(P22)へ 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへスプレイするため

可搬型ポンプを使用する方針は同様だ

が、当社では当該可搬型ポンプは第 44

条（工場等外への放射性物質等の放出

を抑制するための設備）の設備として

整理しているため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへスプレイするため

可搬型ポンプを使用する方針は同様だ

が、当社では当該可搬型ポンプは第 44

条（工場等外への放射性物質等の放出

を抑制するための設備）の設備として

整理しているため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プールへスプレイし、使用

済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，

及び放射性物質又は放射線の大気中へ

の著しい放出による影響を緩和する基

本方針は同様だが、設備構成が異なる

ため。 

また、許可の記載を踏襲し，スプレイ

設備の基本設計方針を記載しているた

め。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う記載であり、

当社の許可整合の観点では記載されな

いため。 
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スプレイ設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないように，故障時バックアッ

プを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を

確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る設計

とする。ス③ 

 

 

 

 

スプレイ設備は，他の設備から独立し

て単独で使用可能なことにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。ス

④a 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，竜巻により飛来物と

ならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。ス④b 

 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，燃料貯蔵プール等へ水をスプレイす

るために，注水設備の大型移送ポンプ車

からの送水により必要なスプレイ流量を

有する設計とするとともに，保有数は，

必要数及び予備として故障時のバックア

ップを含め十分な基数以上を確保する設

計とする。ス⑤a 

 

 スプレイ設備は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設

備の注水機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失に対処することか

ら，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を確保する設計とす

る。ス⑤b 

 

 

 

 

スプレイ設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

 

 

 

 

スプレイ設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないように，故障時バックアッ

プを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を

確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る。ス

③ 

 

 

 

 

スプレイ設備は，他の設備から独立し

て単独で使用可能なことにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。ス

④a 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，竜巻により飛来物と

ならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。ス④b 

 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，燃料貯蔵プール等へ水をスプレイす

るために，注水設備の大型移送ポンプ車

からの送水により必要なスプレイ流量を

有する設計とするとともに，保有数は，

必要数として 12 基，□4 予備として故障時

のバックアップを 12 基の合計 24 基□4 以

上を確保する。ス⑤a 
 

スプレイ設備は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設

備の注水機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失に対処することか

ら，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を１セット□4 確保す

る。ス⑤b 

 

 

 

 

スプレイ設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

3.2.2.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 (１)

ａ．多様性，位置的分散」に示す。◇3  
スプレイ設備は，補給水設備と共通要

因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないように，故障時バックアッ

プを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を

確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る。◇1  
 

 

 (２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18 (１)

ｂ．悪影響防止」に示す。◇3  

スプレイ設備は，他の設備から独立し

て単独で使用可能なことにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。◇1  

 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，竜巻により飛来物と

ならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。◇1  

 

 (３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18 (２)個

数及び容量」に示す。◇3  

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，燃料貯蔵プール等へ水をスプレイす

るために，注水設備の大型移送ポンプ車

からの送水により必要なスプレイ流量を

有する設計とするとともに，保有数は，

必要数として 12 基，予備として故障時の

バックアップを 12 基の合計 24 基以上を

確保する。◇1 ◇5  

 

スプレイ設備は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設

備の注水機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する燃料貯蔵プール等

の冷却等の機能喪失に対処することか

ら，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を１セット確保す

る。◇1 ◇5  

 

 (４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18(３)環

境条件等」に示す。◇3  

スプレイ設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち多

様性、位置的分散に係る設計

上考慮すべき事項を記載して

いるため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち悪

影響防止に係る設計上考慮す

べき事項を記載しているた

め。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち個

数及び容量に係る設計上考慮

すべき事項を記載しているた

め。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち環

境条件等に係る設計上考慮す

べき事項を記載しているた

め。 
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入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。ス⑥a 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，汽水の影響に対してアルミニウム合

金を使用する設計とする。ス⑥b 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，風（台風）及び竜巻

に対して，風（台風）及び竜巻による風

荷重を考慮し，収納するコンテナ等に対

して転倒防止，固縛等の措置を講じて保

管する設計とする。ス⑥c 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いるスプレイ設備は，「３．自然現

象」の「３．１ 地震による損傷の防

止」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。ス⑥d 

 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，コンテナ等に収納し

て保管し，積雪及び火山の影響に対し

て，積雪に対しては除雪する手順を，火

山の影響（降下火砕物による積載荷重）

に対しては除灰する手順に関することを

保安規定に定めて，管理する。ス⑥e 

 

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生

飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とす

る。ス⑥f 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

当該設備の設置後は，線量率の高くなる

おそれの少ない屋外で操作可能な注水設

備の大型移送ポンプ車の操作により水の

スプレイが可能な設計とする。ス⑥g 

 

 

 

 

スプレイ設備の接続口は，速やかに，

容易かつ確実に現場での接続ができるよ

う，ホースは口径並びに内部流体の圧力

及び温度に応じた簡便なコネクタ接続方

式を用いる設計とする。ス⑦ 

 

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。ス⑥a 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，汽水の影響に対してアルミニウム合

金を使用する設計とする。ス⑥b 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，風（台風）及び竜巻

に対して，風（台風）及び竜巻による風

荷重を考慮し，収納するコンテナ等に対

して転倒防止，固縛等の措置を講じて保

管する設計とする。ス⑥c 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いるスプレイ設備は，「ロ．

(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ)地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。ス⑥d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生

飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とす

る。ス⑥f 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

当該設備の設置後は，線量率の高くなる

おそれの少ない屋外で操作可能な注水設

備の大型移送ポンプ車の操作により水の

スプレイが可能な設計とする。ス⑥g 

 

 

 

 

スプレイ設備の接続口は，速やかに，

容易かつ確実に現場での接続ができるよ

う，ホースは口径並びに内部流体の圧力

及び温度に応じた簡便なコネクタ接続方

式を用いる設計とする。ス⑦ 

 

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。◇1  

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，汽水の影響に対してアルミニウム合

金を使用する設計とする。◇1  

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，風（台風）及び竜巻

に対して，風（台風）及び竜巻による風

荷重を考慮し，収納するコンテナ等に対

して転倒防止，固縛等の措置を講じて保

管する設計とする。◇1  

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いるスプレイ設備は，「1.7.18

（５）地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とす

ることでその機能を損なわない設計とす

る。◇1  
 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型

スプレイヘッダは，コンテナ等に収納し

て保管し，積雪及び火山の影響に対し

て，積雪に対しては除雪する手順を，火

山の影響（降下火砕物による積載荷重）

に対しては除灰する手順を整備する。ス

⑥e 

 

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生

飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とす

る。◇1  

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

当該設備の設置後は，線量率の高くなる

おそれの少ない屋外で操作可能な注水設

備の大型移送ポンプ車の操作により水の

スプレイが可能な設計とする。◇1  

 

 (５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18(４)

ａ．操作性の確保」に示す。◇3  

スプレイ設備の接続口は，速やかに，

容易かつ確実に現場での接続ができるよ

う，ホースは口径並びに内部流体の圧力

及び温度に応じた簡便なコネクタ接続方

式を用いる設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち操

作性の確保に係る設計上考慮す

べき事項を記載しているため。 

【「等」の解説】 
「コンテナ等」とは屋外に保管

する設備を収納するための手段

の総称として示した記載である

ことから許可の記載を用いた。

（以下同じ） 
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スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観点検が可能な設計とする。ス⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.3 漏えい抑制設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観点検が可能な設計とする。ス⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｃ) 漏えい抑制設備 

 

燃料貯蔵プール等からの小規模な水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合において，燃

料貯蔵プール等からの水の漏えいを抑制

するために必要な重大事故等対処設備を

設置する。□1  

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2.4 主要設備及び仕様 

スプレイ設備の主要設備の仕様を第３

－６(1)表に，スプレイ設備に関連するそ

の他設備の概略仕様を第３－６(2)表～第

３－６(6)表に，スプレイ設備による対応

に関する設備の系統概要図を第３－15図

に示す。◇3  

 

3.2.2.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18(４)

ｂ．試験・検査性」に示す。◇3  

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダ

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観点検が可能な設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.3 漏えい抑制設備 

3.2.3.1 概  要 

燃料貯蔵プール等からの小規模な水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合において，燃

料貯蔵プール等からの水の漏えいを抑制

するために必要な重大事故等対処設備を

設置する。◇1  

3.2.3.2 系統構成及び主要設備 

燃料貯蔵プール等からの水の漏えいを

抑制するため，漏えい抑制設備を設け

る。◇1  

 (１) 系統構成 

燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは

注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール

等からの小規模な水の漏えいその他の要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2.1 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ールスプレイ 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

（中略） 
使用済燃料プール内へのスプレイ量

は，試験により確認する。 

(2) 可搬型代替注水大型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

（中略） 
使用済燃料プール内へのスプレイ量

は，試験により確認する。 

4.2.2.2 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プールスプレイ 

（中略） 
使用済燃料プール内へのスプレイ量

は，試験により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち試

験・検査に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 

  

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社の場合、スプレイ量について

は個数及び容量の項目に係る添付

書類「Ⅵ-1-1-3 設備別記載事項

の設定根拠に関する説明書」にて

説明するため。 

⑮(P12)から 

⑰(P13)から 

⑲(P13)から 
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漏えい抑制設備は，サイフォンブレー

カ並びに設計基準対象の施設と兼用する

溢水防護設備の止水板及び蓋で構成す

る。抑①a 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，プール水冷却系の配管の破断による

サイフォン効果が発生した場合におい

て，サイフォン効果を停止することによ

り，燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいを抑制できる設計とする。抑①b 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地

震によるスロッシングが発生した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等からの溢水を

抑制することにより，燃料貯蔵プール等

からの小規模な水の漏えいを抑制できる

設計とする。抑①c 

 

 

 

 

 

重大事故等における条件に対して漏え

い抑制設備は，想定される重大事故等が

発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重に対する健全性を確

保する設計とする。抑⑥a 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。抑④a 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安

全機能を有する施設として使用する場合

と同様に重大事故等対処設備として使用

することにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。抑④b 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備は，サイフォンブレー

カで構成する。抑①a 

また，設計基準対象の施設と兼用する

溢水防護設備の止水板及び蓋を常設重大

事故等対処設備として位置付ける。抑①a 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，プール水冷却系の配管の破断による

サイフォン効果が発生した場合におい

て，サイフォン効果を停止することによ

り，燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいを抑制できる設計とする。抑①b 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地

震によるスロッシングが発生した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等からの溢水を

抑制することにより，燃料貯蔵プール等

からの小規模な水の漏えいを抑制できる

設計とする。抑①c 

 

 

 

 

 

重大事故等における条件に対して漏え

い抑制設備は，想定される重大事故等が

発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重に対する健全性を確

保する設計とする。抑⑥a 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。抑④a 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安

全機能を有する施設として使用する場合

と同様に重大事故等対処設備として使用

することにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。抑④b 

 

 

 

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下

した場合の重大事故等対処設備として，

漏えい抑制設備を使用する。◇1  

漏えい抑制設備は，サイフォンブレー

カで構成する。◇1  

また，設計基準対象の施設と兼用する

溢水防護設備の止水板及び蓋を常設重大

事故等対処設備として位置付ける。◇1  

 

 (２) 主要設備 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，プール水冷却系の配管の破断による

サイフォン効果が発生した場合におい

て，サイフォン効果を停止することによ

り，燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいを抑制できる設計とする。◇1  

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地

震によるスロッシングが発生した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等からの溢水を

抑制することにより，燃料貯蔵プール等

からの小規模な水の漏えいを抑制できる

設計とする。◇1  

 

3.2.3.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18(１)

ａ．多様性，位置的分散」に示す。◇3  

重大事故等における条件に対して漏え

い抑制設備は，想定される重大事故等が

発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重に対する健全性を確

保する設計とする。◇1  
重大事故等時の環境条件に対する健全

性については，「3.2.3.3(４)環境条件

等」に記載する。◇1  

 

 (２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18(１)

ｂ．悪影響防止」に示す。◇3  

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。◇1  

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安

全機能を有する施設として使用する場合

と同様に重大事故等対処設備として使用

することにより，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。◇1  

 

 (３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18(２)個

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 代替燃料プール注水系 

（中略） 
使用済燃料プールに接続する配管の破

損等により，使用済燃料プール水戻り配

管からサイフォン現象による水の漏えい

が発生した場合に，原子炉建屋原子炉棟 6 

階における線量率が放射線被ばくを管理

する上で定めた線量率を満足できるよ

う，漏えいの継続を防止し，燃料体等か

らの放射線の遮蔽に必要となる水位を維

持するため，戻り配管上部に静的サイフ

ォンブレーカを設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可の記載を踏襲し，漏えい

抑制設備の構成を記載してい

るため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち環境

条件等に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち悪影

響防止に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設特有の設備である

止水板及び蓋の機能を記載し

ているため。 

②(P3)から 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉間の比較によ

る基本設計方針の明

確化であり、当社の

許可整合の観点では

記載されないため。 
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漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，プール水冷却系の配管が破断した際

に発生を想定するサイフォン効果を停止

するために必要な孔径を有する設計とす

る。抑⑤ 

 

 

 

 

漏えい抑制設備は，耐熱性及び耐水性

を有する材質とすることで，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿

度を考慮しても機能を損なわない設計と

する。抑⑥b 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる漏えい抑制設備は，「３．自然

現象」の「３．１ 地震による損傷の防

止」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。抑⑥c 

 

 

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃に

よる損傷を防止できる使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等に

より機能を損なわない設計とする。抑⑥d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備は，再処理施設の運転

中又は停止中に外観点検が可能な設計と

する。抑⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，プール水冷却系の配管が破断した際

に発生を想定するサイフォン効果を停止

するために必要な孔径を有する設計とす

る。抑⑤ 

 

 

 

 

漏えい抑制設備は，耐熱性及び耐水性

を有する材質とすることで，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿

度を考慮しても機能を損なわない設計と

する。抑⑥b 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる漏えい抑制設備は，「ロ．

(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ)地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。抑⑥c 

 

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃に

よる損傷を防止できる使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等に

より機能を損なわない設計とする。抑⑥d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備は，再処理施設の運転

中又は停止中に外観点検が可能な設計と

する。抑⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数及び容量」に示す。◇3  

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカ

は，プール水冷却系の配管が破断した際

に発生を想定するサイフォン効果を停止

するために必要な孔径を有する設計とす

る。◇1  

 

 (４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18(３)環

境条件等」に示す。◇3  

漏えい抑制設備は，耐熱性及び耐水性

を有する材質とすることで，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿

度を考慮しても機能を損なわない設計と

する。◇1  
 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる漏えい抑制設備は，「1.7.18

（５）地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とす

ることでその機能を損なわない設計とす

る。◇1  

 

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃に

よる損傷を防止できる使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等に

より機能を損なわない設計とする。◇1  

 

 (５) 操作性の確保 

漏えい抑制設備は，操作を要しない。

◇4  

 

3.2.3.4 主要設備及び仕様 

漏えい抑制設備の主要設備の仕様を第

３－７表に示す。◇3  

 

3.2.3.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18(４)

ｂ．試験・検査性」に示す。◇3  

 

漏えい抑制設備は，再処理施設の運転

中又は停止中に外観点検が可能な設計と

する。◇1  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 代替燃料プール注水系 

（中略） 
静的サイフォンブレーカは，耐震性も含

めて機器，弁類等の故障及び誤操作等に

よりその機能を喪失することのない設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち個数

及び容量に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち環境

条件等に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち環境

条件等に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち試

験・検査に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 

③(P3)から 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

静的サイフォンブレー

カについて機能喪失し

ない設計とすることは

同一だが、当社の場

合、サイフォンブレー

カは許可において操作

を要しないとしてお

り、基本設計方針に反

映不要と整理している

ため。 

【「等」の解説】 

「風（台風）等」とは建屋によ

り損傷を防止する自然現象の総

称として示した記載であること

から許可の記載を用いた。（以

下同じ） 
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1.2.4 臨界防止設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，設計基準対象の施設

と兼用する燃料受入れ設備の燃料仮置き

ラック，燃料貯蔵設備の燃料貯蔵ラック

並びに燃料送出し設備のバスケット及び

バスケット仮置き架台（実入り用）で構

成する。臨①a 

 

 

臨界防止設備は，燃料貯蔵プール等の

冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃

料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プ

ール等からの大量の水の漏えいその他の

要因により燃料貯蔵プール等の水位が異

常に低下した場合において，燃料貯蔵プ

ール等内における使用済燃料の臨界を防

止できる設計とする。臨①b 

 

 

 

 

(ｄ) 臨界防止設備 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，燃料貯蔵プール等内の使

用済燃料の臨界を防止するために必要な

重大事故等対処設備を設置する。 

また，燃料貯蔵プール等からの大量の

水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が異常に低下した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等内の使用済燃

料の臨界を防止するために必要な重大事

故等対処設備を設置する。□1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準対象の施設と兼用する燃料受

入れ設備の燃料仮置きラック並びに燃料

貯蔵設備の燃料貯蔵ラック，バスケット

及びバスケット仮置き架台（実入り用）

を臨界防止設備の常設重大事故等対処設

備として位置付ける。臨①a 

 

 

臨界防止設備は，燃料貯蔵プール等の

冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃

料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プ

ール等からの大量の水の漏えいその他の

要因により燃料貯蔵プール等の水位が異

常に低下した場合において，燃料貯蔵プ

ール等内における使用済燃料の臨界を防

止できる設計とする。臨①b 

 

 

 

 

3.2.4 臨界防止設備 

3.2.4.1 概  要 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，燃料貯蔵プール等内の使

用済燃料の臨界を防止するために必要な

重大事故等対処設備を設置する。 

また，燃料貯蔵プール等からの大量の

水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が異常に低下した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等内の使用済燃

料の臨界を防止するために必要な重大事

故等対処設備を設置する。◇1  

 

3.2.4.2 系統構成及び主要設備 

燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の臨

界を防止するため，臨界防止設備を設け

る。◇1  
 (１) 系統構成 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量

の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合

の重大事故等対処設備として，臨界防止

設備を使用する。◇1  

 

設計基準対象の施設と兼用する燃料受

入れ設備の燃料仮置きラック並びに燃料

貯蔵設備の燃料貯蔵ラック，バスケット

及びバスケット仮置き架台（実入り用）

を臨界防止設備の常設重大事故等対処設

備として位置付ける。◇1  

 

 (２) 主要設備 

臨界防止設備は，燃料貯蔵プール等の

冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃

料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プ

ール等からの大量の水の漏えいその他の

要因により燃料貯蔵プール等の水位が異

常に低下した場合において，燃料貯蔵プ

ール等内における使用済燃料の臨界を防

止できる設計とする。◇1  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 代替燃料プール注水系 

使用済燃料プールの冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は使用済燃料プールか

らの水の漏えいその他の要因により当該

使用済燃料プールの水位が低下した場合

において使用済燃料プール内の燃料体等

を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を

防止するために必要な重大事故等対処設

備として代替燃料プール注水系を設ける

設計とする。 

また，使用済燃料プールからの大量の

水の漏えいその他の要因により使用済燃

料プールの水位が異常に低下した場合に

おいて，使用済燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可の記載を踏襲し，臨界防止

設備の構成を記載しているた

め。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料プール内の使

用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和する方針は同

様であるが、当社はこれ

らをスプレイ設備による

設計としており、別項目

「1.2.2 スプレイ設備」

にて記載するため。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

使用済燃料を冷却し、及

び放射線を遮蔽するため

に使用済燃料プールへ注

水する方針は同様である

が、当社はこれらを代替

注水設備による設計とし

ており、別項目「1.2.1 

代替注水設備」にて記載

するため。 
（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設特有の設備である臨

界防止設備の機能を記載してい

るため。 

【許可からの変更点】 
設備名称の明確化。 
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を防止するために必要な重大事故等対処

設備として代替燃料プール注水系を設け

る設計とする。 

 

4.2.1.1 代替燃料プール注水系（注水ラ

イン）を使用した使用済燃料プール注水 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

替燃料プール注水系（注水ライン） 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，使用済燃料

貯蔵ラックの形状を維持した状態におい

て，常設代替注水系ポンプを使用した代

替燃料プール注水系（注水ライン）によ

る冷却及び水位確保により使用済燃料プ

ールの機能を維持し，実効増倍率が も

高くなる冠水状態においても実効増倍率

は不確定性を含めて 0.95 以下で臨界を防

止できる設計とする。 

(2) 可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬

型代替注水大型ポンプによる代替燃料プ

ール注水系（注水ライン） 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，使用済燃料

貯蔵ラックの形状を維持した状態におい

て，可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬

型代替注水大型ポンプを使用した代替燃

料プール注水系（注水ライン）による冷

却及び水位確保により使用済燃料プール

の機能を維持し，実効増倍率が も高く

なる冠水状態においても実効増倍率は不

確定性を含めて 0.95 以下で臨界を防止で

きる設計とする。 

 

4.2.1.2 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ール注水 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，使用済燃料

貯蔵ラックの形状を維持した状態におい

て，常設代替注水系ポンプを使用した代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ）による冷却及び水位確保により使用

済燃料プールの機能を維持し，実効増倍

率が も高くなる冠水状態においても実

効増倍率は不確定性を含めて 0.95 以下で

臨界を防止できる設計とする。 

(2) 可搬型代替注水大型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④(P4)から 

⑤(P4)から 

⑧(P5)から 

⑨(P5)から 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う記載であり、

当社の許可整合の観点では記載されな

いため。 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う記載

であり、当社の許可整合の観

点では記載されないため。 
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また，使用済燃料プールは，使用済燃料

貯蔵ラックの形状を維持した状態におい

て，可搬型代替注水大型ポンプを使用し

た代替燃料プール注水系（常設スプレイ

ヘッダ）による冷却及び水位確保により

使用済燃料プールの機能を維持し，実効

増倍率が も高くなる冠水状態において

も実効増倍率は不確定性を含めて 0.95 以

下で臨界を防止できる設計とする。 

 

4.2.1.3 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プール注水 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，使用済燃料

貯蔵ラックの形状を維持した状態におい

て，可搬型代替注水大型ポンプを使用し

た代替燃料プール注水系（可搬型スプレ

イノズル）による冷却及び水位確保によ

り使用済燃料プールの機能を維持し，実

効増倍率が も高くなる冠水状態におい

ても実効増倍率は不確定性を含めて 0.95 

以下で臨界を防止できる設計とする。 

 

4.2.2.1 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）を使用した使用済燃料プ

ールスプレイ 

(1) 常設低圧代替注水系ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，常設低圧代

替注水系ポンプによる代替燃料プール注

水系（常設スプレイヘッダ）にて，使用

済燃料貯蔵ラック及び燃料体等を冷却

し，臨界にならないように配慮したラッ

ク形状及び燃料配置において，いかなる

一様な水密度であっても実効増倍率は不

確定性を含めて 0.95 以下で臨界を防止で

きる設計とする。 

(2) 可搬型代替注水大型ポンプによる代

替燃料プール注水系（常設スプレイヘッ

ダ） 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，可搬型代替

注水大型ポンプによる代替燃料プール注

水系（常設スプレイヘッダ）にて，使用

済燃料貯蔵ラック及び燃料体等を冷却

し，臨界にならないように配慮したラッ

ク形状及び燃料配置において，いかなる

一様な水密度であっても実効増倍率は不

確定性を含めて 0.95 以下で臨界を防止で

きる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫(P6)から 

⑯(P12)から 

⑱(P13)から 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う

記載であり、当社の許可

整合の観点では記載され

ないため。 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う記載

であり、当社の許可整合の観

点では記載されないため。 
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重大事故等における条件に対して臨界

防止設備は，想定される重大事故等が発

生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重に対する健全性を確保す

る設計とする。臨⑥a 

 

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施

設として使用する場合と同様に重大事故

等対処設備として使用することにより，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。臨④ 

 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施

設として使用する場合と同様に，臨界を

防止するために必要な燃料間距離を有す

る設計とする。臨⑤ 

 

 

 

 

臨界防止設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。臨⑥b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等における条件に対して臨界

防止設備は，想定される重大事故等が発

生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重に対する健全性を確保す

る設計とする。臨⑥a 

 

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施

設として使用する場合と同様に重大事故

等対処設備として使用することにより，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。臨④ 

 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施

設として使用する場合と同様に，臨界を

防止するために必要な燃料間距離を有す

る設計とする。臨⑤ 

 

 

 

 

臨界防止設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。臨⑥b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.4.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18(１)

ａ．多様性，位置的分散」に示す。◇3  

重大事故等における条件に対して臨界

防止設備は，想定される重大事故等が発

生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重に対する健全性を確保す

る設計とする。◇1  

重大事故等時の環境条件に対する健全

性については，「3.2.4.3(４)環境条件

等」に記載する。◇1  
 

 (２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18(１)

ｂ．悪影響防止」に示す。◇3  

臨界防止設備は，安全機能を有する施

設として使用する場合と同様に重大事故

等対処設備として使用することにより，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。◇1  

 

 (３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18(２)個

数及び容量」に示す。◇3  

臨界防止設備は，安全機能を有する施

設として使用する場合と同様に，臨界を

防止するために必要な燃料間距離を有す

る設計とする。◇1  

 

 (４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18(３)環

境条件等」に示す。◇3  

臨界防止設備は，耐熱性及び耐水性を

有する材質とすることで，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度

を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。◇1  

 

 

4.2.2.2 代替燃料プール注水系（可搬型

スプレイノズル）を使用した使用済燃料

プールスプレイ 

（中略） 
また，使用済燃料プールは，可搬型代替

注水大型ポンプによる代替燃料プール注

水系（可搬型スプレイノズル）にて，使

用済燃料貯蔵ラック及び燃料体等を冷却

し，臨界にならないように配慮したラッ

ク形状及び燃料配置において，いかなる

一様な水密度であっても実効増倍率は不

確定性を含めて 0.95 以下で臨界を防止で

きる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第36条のうち環境

条件等に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち悪影

響防止に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち個数

及び容量に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち環境

条件等に係る設計上考慮すべき

事項を記載しているため。 

⑳(P13)から 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の許可整合に伴う

記載であり、当社の許可

整合の観点では記載され

ないため。 
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地震を要因として発生した場合に対処

に用いる臨界防止設備は，「３．自然現

象」の「３．１ 地震による損傷の防

止」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。臨⑥c 

 

 

臨界防止設備は，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により

機能を損なわない設計とする。臨⑥d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，再処理施設の運転中

又は停止中に外観点検が可能な設計とす

る。臨⑧ 

 

 

1.2.5 監視設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる臨界防止設備は，「ロ．

(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ)地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。臨⑥c 

 

臨界防止設備は，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により

機能を損なわない設計とする。臨⑥d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，再処理施設の運転中

又は停止中に外観点検が可能な設計とす

る。臨⑧ 

 

 

(ｅ) 監視設備 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量

の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合

において，燃料貯蔵プール等の水位，水

温及び燃料貯蔵プール等上部の空間線量

率について，重大事故等により変動する

可能性のある範囲にわたり測定するため

に必要な重大事故等対処設備を設置及び

保管する。 

また，燃料貯蔵プール等の状態を監視

するために必要な重大事故等対処設備を

設置及び保管する。□1  

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，「1.7.18（５）地震

を要因とする重大事故等に対する施設の

耐震設計」に基づく設計とすることでそ

の機能を損なわない設計とする。◇1  
 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる臨界防止設備は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等

により機能を損なわない設計とする。◇1  

 

 (５) 操作性の確保 

臨界防止設備は，操作を要しない。◇4  

 

3.2.4.4 主要設備及び仕様 

臨界防止設備の主要設備の仕様を第３

－８表に示す。◇3  

 

3.2.4.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18(４)

ｂ．試験・検査性」に示す。◇3  

 

臨界防止設備は，再処理施設の運転中

又は停止中に外観点検が可能な設計とす

る。◇1  

 

 

3.2.5 監視設備 

3.2.5.1 概  要 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量

の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合

において，燃料貯蔵プール等の水位，水

温及び燃料貯蔵プール等上部の空間線量

率について，重大事故等により変動する

可能性のある範囲にわたり測定するため

に必要な重大事故等対処設備を設置及び

保管する。 

また，燃料貯蔵プール等の状態を監視

するために必要な重大事故等対処設備を

設置及び保管する。◇1  

 

3.2.5.2 系統構成及び主要設備 

燃料貯蔵プール等の水位，水温及び燃

料貯蔵プール等上部の空間線量率につい

て，重大事故等により変動する可能性の

ある範囲にわたり測定し，燃料貯蔵プー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

技術基準規則第 36 条のうち試

験・検査に係る設計上考慮すべ

き事項を記載しているため。 
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監視設備は，計装設備の一部である可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等

水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（エアパージ式），可搬型燃

料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），

可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵

抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監

視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（サーベイメータ），可搬型燃

料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計），可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空

冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，

可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニ

ットＥ，可搬型計測ユニット，可搬型監

視ユニット，可搬型計測ユニット用空気

圧縮機及びけん引車で構成する。監①a 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監視設備は，計装設備の一部である可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等

水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（エアパージ式），可搬型燃

料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），

可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵

抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監

視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（サーベイメータ），可搬型燃

料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計），可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空

冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，

可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニ

ットＥ，可搬型計測ユニット，可搬型監

視ユニット，可搬型計測ユニット用空気

圧縮機及びけん引車，代替安全冷却水系

の一部である運搬車，代替電源設備の一

部である使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機，代替所内電気設備

の一部である使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の可搬型電源ケーブル並びに

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽

油貯槽及び軽油用タンクローリ□2 で構成

する。監①a 

 

補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。 

計装設備の一部である可搬型燃料貯蔵

プール等水位計（超音波式），可搬型燃

料貯蔵プール等水位計（メジャー），可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等温度計（サーミスタ），可搬型燃料

貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，

ル等の状態を監視するため，監視設備を

設ける。◇1  

 

 (１) 系統構成 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水

機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等か

らの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量

の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合

の重大事故等対処設備として，監視設備

を使用する。◇1  
 

監視設備は，計装設備の一部である可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等

水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（エアパージ式），可搬型燃

料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），

可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵

抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監

視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（サーベイメータ），可搬型燃

料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計），可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空

冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，

可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニ

ットＥ，可搬型計測ユニット，可搬型監

視ユニット，可搬型計測ユニット用空気

圧縮機及びけん引車，代替安全冷却水系

の一部である運搬車，代替電源設備の一

部である使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機，代替所内電気設備

の一部である使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の可搬型電源ケーブル並びに

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽

油貯槽及び軽油用タンクローリで構成す

る。◇1  
 

補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。 

計装設備の一部である可搬型燃料貯蔵

プール等水位計（超音波式），可搬型燃

料貯蔵プール等水位計（メジャー），可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等温度計（サーミスタ），可搬型燃料

貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

許可の記載を踏襲し，監視設備

の構成を記載しているため。 
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監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（超音波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（メジャー），可搬型燃料貯

蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃

料貯蔵プール等水位計（エアパージ

式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール

等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（サーベイメー

タ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線

量率計（線量率計）は，燃料貯蔵プール

等の冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合，又は燃料貯

蔵プール等からの大量の水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下した場合において，燃料貯

蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プ

ール等上部の空間線量率について，重大

事故等により変動する可能性のある範囲

にわたり測定できる設計とするととも

に，監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等

状態監視カメラは，燃料貯蔵プール等の

状態を監視できる設計とする。監①b 

 

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可

搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニッ

トＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空

冷ユニットＥ及び可搬型計測ユニット用

空気圧縮機は，燃料貯蔵プール等の水温

上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内の温度が上昇した場合において，冷却

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ），可搬型燃料貯蔵プ

ール等空間線量率計（線量率計），可搬

型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニット

Ｂ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷

ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ，可

搬型計測ユニット，可搬型監視ユニッ

ト，可搬型計測ユニット用空気圧縮機及

びけん引車，代替安全冷却水系の一部で

ある運搬車，代替電源設備の一部である

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機，代替所内電気設備の一部で

ある使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の可搬型電源ケーブル並びに補機駆動

用燃料補給設備の一部である軽油用タン

クローリを可搬型重大事故等対処設備と

して配備する。□2  

 

 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（超音波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（メジャー），可搬型燃料貯

蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃

料貯蔵プール等水位計（エアパージ

式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール

等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（サーベイメー

タ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線

量率計（線量率計）は，燃料貯蔵プール

等の冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合，又は燃料貯

蔵プール等からの大量の水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下した場合において，燃料貯

蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プ

ール等上部の空間線量率について，重大

事故等により変動する可能性のある範囲

にわたり測定できる設計とするととも

に，監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等

状態監視カメラは，燃料貯蔵プール等の

状態を監視できる設計とする。監①b 

 

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可

搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニッ

トＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空

冷ユニットＥ及び可搬型計測ユニット用

空気圧縮機は，燃料貯蔵プール等の水温

上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内の温度が上昇した場合において，冷却

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ），可搬型燃料貯蔵プ

ール等空間線量率計（線量率計），可搬

型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニット

Ｂ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷

ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ，可

搬型計測ユニット，可搬型監視ユニッ

ト，可搬型計測ユニット用空気圧縮機，

可搬型空冷ユニット用ホース及びけん引

車，代替安全冷却水系の一部である運搬

車，代替電源設備の一部である使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機，代替所内電気設備の一部である使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬

型電源ケーブル並びに補機駆動用燃料補

給設備の一部である軽油用タンクローリ

を可搬型重大事故等対処設備として配備

する。◇1 ◇2  

 

 (２) 主要設備 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（超音波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（メジャー），可搬型燃料貯

蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃

料貯蔵プール等水位計（エアパージ

式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール

等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（サーベイメー

タ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線

量率計（線量率計）は，燃料貯蔵プール

等の冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合，又は燃料貯

蔵プール等からの大量の水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下した場合において，燃料貯

蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プ

ール等上部の空間線量率について，重大

事故等により変動する可能性のある範囲

にわたり測定できる設計とするととも

に，監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等

状態監視カメラは，燃料貯蔵プール等の

状態を監視できる設計とする。◇2  
 

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可

搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニッ

トＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空

冷ユニットＥ及び可搬型計測ユニット用

空気圧縮機は，燃料貯蔵プール等の水温

上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内の温度が上昇した場合において，冷却
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空気を供給することにより，可搬型燃料

貯蔵プール等状態監視カメラ及び可搬型

燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）を冷却し保護できる設計とする。監

①c 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール

等水位計（エアパージ式），可搬型燃料

貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計），可搬型空冷ユニットＡ，

可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニ

ットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型

空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット及

び可搬型監視ユニットは，代替電源設備

から受電できる設計とする。監①d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 監視設備における重大事故等対処設備

としての基本設計方針については「4. 

計測制御系統施設」に示す。 

空気を供給することにより，可搬型燃料

貯蔵プール等状態監視カメラ及び可搬型

燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）を冷却し保護できる設計とする。監

①c 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール

等水位計（エアパージ式），可搬型燃料

貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計），可搬型空冷ユニットＡ，

可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニ

ットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型

空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット及

び可搬型監視ユニットは，代替電源設備

から受電できる設計とする。監①d 

 

代替安全冷却水系の詳細については，

「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２）代替安全冷

却水系」に，補機駆動用燃料補給設備の

詳細については，「リ．(４)(ⅶ)補機駆

動用燃料補給設備」に，代替電源設備の

詳細については，「リ．

(１)(ⅰ)(ｂ)(ロ)１)代替電源設備」に，

代替所内電気設備の詳細については，

「リ．(１)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２)代替所内電気

設備」に，計装設備の詳細については，

「ヘ．(３)(ⅱ)(ａ)計装設備」に，電気

設備の詳細については，「リ．

(１)(ⅰ)(ｂ)(ロ)３)受電開閉設備」から

「リ．(１)(ⅰ)(ｂ)(ロ)７)計測制御用交

流電源設備」に示す。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空気を供給することにより，可搬型燃料

貯蔵プール等状態監視カメラ及び可搬型

燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）を冷却し保護できる設計とする。◇2  
 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール

等水位計（エアパージ式），可搬型燃料

貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計），可搬型空冷ユニットＡ，

可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニ

ットＣ，可搬型空冷ユニットＤ及び可搬

型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット

及び可搬型監視ユニットは，代替電源設

備から受電できる設計とする。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.5.3 設計方針 

監視設備の主要な設備の設計方針につ

いては，「6.2.1.2 設計方針」に示す。

◇2  

 

3.2.5.4 主要設備及び仕様 

監視設備に関連するその他設備の概略

仕様を第３－９(1)表～第３－９(4)表

に，監視設備による対応に関する設備の

系統概要図を第３－16 図に示す。◇3  

 

3.2.5.5 試験・検査 

監視設備の主要な設備の試験・検査につ

いては，「6.2.1.5 試験・検査」に示

す。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 
監視設備の基本設計方針は「4.

計測制御系統施設」に記載して

いることから、当該箇所に示し

ている旨を記載。 
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 (２) 主要な設備及び機器の種類□4  

(ⅱ) 重大事故等対処設備 

(ａ) 代替注水設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型中型移送ポンプ（燃料貯蔵プール

等への注水に使用する設備） 

３ 台（予備として故障時及び待機除外時

のバックアップを２台） 

容 量 約 240 ｍ３／ｈ／台 

可搬型建屋外ホース １ 式 

 

可搬型建屋内ホース １ 式 

 

 

 

 

(ｂ) スプレイ設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型建屋内ホース １ 式 

 

可搬型スプレイヘッダ 24 基（予備とし

て故障時のバックアップを 12 基） 

 

 

 

 

(ｃ) 漏えい抑制設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

サイフォンブレーカ １ 式 

 

止水板及び蓋（「リ．(４)(ⅴ)溢水防護

設備」と兼用） 

 

 

 

 

(ｄ) 臨界防止設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

燃料仮置きラック（「ハ．(２)(ⅰ)(ａ)

使用済燃料受入れ設備」と兼用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－５表(1) 代替注水設備の主要設備

の仕様◇5  

(１) 代替注水設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

ａ．可搬型中型移送ポンプ 

種 類 うず巻き式 

台 数 ３（予備として故障時及び待機除

外時のバックアップを２台） 

容 量 約 240ｍ３／ｈ／台 

ｂ．可搬型建屋外ホース 

数 量 １式 

ｃ．可搬型建屋内ホース 

数 量 １式 

 

第３－６表(1) スプレイ設備の主要設備

の仕様 

(１) スプレイ設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

ａ．可搬型建屋内ホース 

数 量 １式 

ｂ．可搬型スプレイヘッダ 

基 数 24（予備として故障時のバックア

ップを 12 基） 

 

第３－７表 漏えい抑制設備の主要設備の

仕様 

(１) 漏えい抑制設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

ａ．サイフォンブレーカ 

数 量 １式 

ｂ．止水板及び蓋（「9.12 溢水防護設

備」と兼用） 

数 量 １式 

 

第３－８表 臨界防止設備の主要設備の仕

様 

(１) 臨界防止設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

ａ．燃料仮置きラック（「3.1.4.1 使用

済燃料受入れ設備」と兼用） 

「第３－１表 使用済燃料受入れ設備の主

（「4.3 代替燃料プール冷却系」の項は

省略） 

（「4.4 原子炉建屋放水設備」の項は省

略） 

4.5 使用済燃料プールの水質維持 

4.6 使用済燃料プール接続配管 

（「4.7 水源，代替水源供給設備」の項

は省略） 

（「5. 主要対象設備」の項は省略） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第 42 条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）（28 / 28） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料貯蔵ラック（「ハ．(２)(ⅰ)(ｂ)使

用済燃料貯蔵設備」と兼用） 

 

 

バスケット（「ハ．(２)(ⅰ)(ｂ)使用済

燃料貯蔵設備」と兼用） 

 

 

バスケット仮置き架台（実入り用）

（「ハ．(２)(ⅰ)(ｂ)使用済燃料貯蔵設

備」と兼用） 

 

 

(ｅ) 監視設備 

「ヘ．(３)(ⅱ)(ａ)計装設備」に示す。 

要設備の仕様」に記載する。 

ｂ．燃料貯蔵ラック（「3.1.4.2 使用済

燃料貯蔵設備」と兼用） 

「第３－２表 使用済燃料貯蔵設備の主要

設備の仕様」に記載する。 

ｃ．バスケット（「3.1.4.2 使用済燃料

貯蔵設備」と兼用） 

「第３－２表 使用済燃料貯蔵設備の主要

設備の仕様」に記載する。 

ｄ．バスケット仮置き架台（実入り用）

（「3.1.4.2 使用済燃料貯蔵設備」 

と兼用） 

「第３－２表 使用済燃料貯蔵設備の主要

設備の仕様」に記載する。 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 

 

別紙１② 

第四十二条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 
項・

号 

解

釈 
添付書類 

注① 使用済燃料貯蔵槽への注水に必要

な設備設計 

技術基準規則（第四十二条）の要求事項

を受けている内容 
1 項 － 

a 

c 

ス① 使用済燃料貯蔵槽へのスプレイに

必要な設備設計 

技術基準規則（第四十二条）の要求事項

を受けている内容 
2 項 － 

a 

c 

抑① 使用済燃料貯蔵槽の水の漏えい抑

制に必要な設備設計 

技術基準規則（第四十二条）の要求事項

を受けている内容 
1 項 － 

a 

c 

臨① 使用済燃料貯蔵槽の使用済燃料の

臨界の防止に必要な設備設計 

技術基準規則（第四十二条）の要求事項

を受けている内容 

1 項

2 項 
－ 

a 

c 

監① 使用済燃料貯蔵槽の使用済燃料の

監視に必要な設備設計 

事業変更許可申請書における設計方針 
－ － 

a 

c 

② 欠番     

注③ 

ス③ 

多様性、位置的分散に関する内容 技術基準規則（第三十六条）に基づく共通

設計方針のうち、技術基準規則（第四十二

条）の設備として考慮すべき特記事項 

2 項 － 

b 

3 項

二号

四号

六号 

－ 

注④ 

ス④ 

抑④ 

臨④ 

悪影響防止に関する内容 技術基準規則（第三十六条）に基づく共通

設計方針のうち、技術基準規則（第四十二

条）の設備として考慮すべき特記事項 
1 項

六号 
－ b 

注⑤ 

ス⑤ 

抑⑤ 

臨⑤ 

個数及び容量に関する内容 技術基準規則（第三十六条）に基づく共通

設計方針のうち，技術基準規則（第四十二

条）の設備として考慮すべき特記事項 
1 項

一号 
－ a 

注⑥ 

ス⑥ 

抑⑥ 

臨⑥ 

環境条件等に関する内容 技術基準規則（第三十六条）に基づく共

通設計方針のうち，技術基準規則（第四

十二条）の設備として考慮すべき特記事

項 

1 項

二号

七号 

－ 

b 
3 項

三号

四号 

－ 

注⑦ 

ス⑦ 

操作性の確保に関する内容 技術基準規則（第三十六条）に基づく共

通設計方針のうち，技術基準規則（第四

十二条）の設備として考慮すべき特記事

1項

三号

五号 

－ b 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 

 

別紙１② 

項 3 項

一号

五号 

－ 

注⑧ 

ス⑧ 

抑⑧ 

臨⑧ 

試験・検査の確保に関する内容 技術基準規則（第三十六条）に基づく共

通設計方針のうち，技術基準規則（第四

十二条）の設備として考慮すべき特記事

項 

1 項

四号 
－ b 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  重複記載 前後述の本文に重複した記載があることから，基本設

計方針に記載しない。 

－ 

□2  他条文との重複記載 第四十二条以外の基本設計方針にて重複した記載があ

ることから，基本設計方針に記載しない。 

－ 

□3  仕様表等の呼び込み 仕様表等の呼び込み場所の記載であるため、基本設計

方針に記載しない。 

－ 

□4  設備仕様 仕様表にて記載する。 ｄ 

３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  重複記載 事業変更許可申請書本文（設計方針）又は添付書類内

の記載と重複する内容であるため，記載しない。 

－ 

◇2  他条文との重複記載 第四十二条以外の基本設計方針にて重複した記載があ

ることから，基本設計方針に記載しない。 

－ 

◇3  仕様表等の呼び込み 仕様表等の呼び込み場所の記載であるため、基本設計

方針に記載しない。 

－ 

◇4  基本設計方針に反映不要の文章 該当の設備において設計方針を要しないことから，基

本設計方針に記載しない。 

－ 

◇5  設備仕様 仕様表にて記載する。 ｄ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a Ⅵ-1-1-3 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

b Ⅵ-1-1-4 安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関

する説明書 

c Ⅵ-2-3 系統図 

Ⅵ-2-4 配置図 

Ⅵ-2-5 構造図 

d 仕様表（設計条件及び仕様） 

 

35



令和３年９月 30 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙２ 
 

 

 

基本設計方針を踏まえた添付書類の 

記載及び申請回次の展開 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載

1

第２章　個別項目
1.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
1.2　重大事故等対処設備
1.2.1　代替注水設備
代替注水設備は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース及び可
搬型建屋内ホースで構成する。 冒頭宣言 基本方針 基本方針

Ⅵ-2-3　系統図
・代替注水設備
Ⅵ-2-4　配置図
・代替注水設備

【代替注水設備の基本方針】
・代替注水設備の系統構成及び配置を説明す
る。

－ － － － － － － － － － －

2

代替注水設備は，燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール及び燃料送出し
ピット（以下，「燃料貯蔵プール等」という。）の冷却機能又は注水
機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいその
他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合において，燃
料貯蔵プール等へ注水し水位を維持することにより，使用済燃料を冷
却し，及び放射線を遮蔽できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

代替注水設備
　可搬型中型移送ポンプ
　可搬型建屋外ホース
　可搬型建屋内ホース

設計方針

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書
Ⅵ-1-1-3-1-1　代替注水設備

Ⅵ-2-3　系統図
・代替注水設備

【代替注水設備の基本方針】
・代替注水設備の系統構成を説明する。

－ － － － － － － － － － －

3

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，補給水設備と共通要因に
よって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，電気駆動であ
る補給水設備のポンプとは異なる駆動方式である空冷式のディーゼル
エンジンにより駆動し，必要な燃料は，補機駆動用燃料補給設備から
補給が可能な設計とすることで，補給水設備に対して多様性を有する
設計とする。 機能要求① 代替注水設備

設計方針（多様性、位置
的分散等）

－ － － － － － － － － － －

4

代替注水設備は，補給水設備と共通要因によって同時にその機能が損
なわれるおそれがないように，故障時バックアップを含めて必要な数
量を補給水設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した
複数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る設
計とする。

設置要求 代替注水設備
設計方針（多様性、位置

的分散等）
－ － － － － － － － － － －

5

代替注水設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことによ
り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① 代替注水設備
設計方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

6

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，回転体が飛散することを防
ぐことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① 代替注水設備
設計方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

7

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，竜巻により
飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設
備に悪影響を及ぼさない設計とする。

冒頭宣言 基本方針
基本方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

8

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，燃料貯蔵プール等へ注水す
るために必要な注水流量を有する設計とするとともに，保有数は，必
要数並びに予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバック
アップを含め十分な台数以上を確保する設計とする。

機能要求②
設置要求

代替注水設備
　可搬型中型移送ポンプ

設計方針（個数及び容
量）

－ － － － － － － － － － －

9

代替注水設備は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに
補給水設備の注水機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能喪失す
る燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処することから，当該系
統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要な設備を確保する設計とす
る。

設置要求 代替注水設備
設計方針（個数及び容

量）
－ － － － － － － － － － －

10

代替注水設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を
損なわない設計とする。

機能要求②
代替注水設備
　可搬型建屋内ホース

設計方針(環境条件等) － － － － － － － － － － －

【重大事故等対処設備の多様性，位置的分散
等】
重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等に
ついて説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防止】
重大事故等対処設備の悪影響防止について説明
する。

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書
Ⅵ-1-1-3-1-1　代替注水設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
2.1　使用済燃料貯蔵槽の冷却機能に関する説
明書
2.1.1　代替注水設備の冷却機能に関する事項

【重大事故等対処設備の個数及び容量】
重大事故等対処設備の個数及び容量について説
明する。

【代替注水設備における冷却機能の設計方針】
可搬型中型移送ポンプ車による注水により、燃
料貯蔵プール等の水位が維持されることを説明
する。

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.1　多様性，位置的分散等
3.1.2　重大事故等対処設備
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

1

第２章　個別項目
1.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
1.2　重大事故等対処設備
1.2.1　代替注水設備
代替注水設備は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース及び可
搬型建屋内ホースで構成する。 冒頭宣言

2

代替注水設備は，燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール及び燃料送出し
ピット（以下，「燃料貯蔵プール等」という。）の冷却機能又は注水
機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいその
他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合において，燃
料貯蔵プール等へ注水し水位を維持することにより，使用済燃料を冷
却し，及び放射線を遮蔽できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

3

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，補給水設備と共通要因に
よって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，電気駆動であ
る補給水設備のポンプとは異なる駆動方式である空冷式のディーゼル
エンジンにより駆動し，必要な燃料は，補機駆動用燃料補給設備から
補給が可能な設計とすることで，補給水設備に対して多様性を有する
設計とする。 機能要求①

4

代替注水設備は，補給水設備と共通要因によって同時にその機能が損
なわれるおそれがないように，故障時バックアップを含めて必要な数
量を補給水設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した
複数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る設
計とする。

設置要求

5

代替注水設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことによ
り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求①

6

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，回転体が飛散することを防
ぐことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求①

7

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，竜巻により
飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設
備に悪影響を及ぼさない設計とする。

冒頭宣言

8

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，燃料貯蔵プール等へ注水す
るために必要な注水流量を有する設計とするとともに，保有数は，必
要数並びに予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバック
アップを含め十分な台数以上を確保する設計とする。

機能要求②
設置要求

9

代替注水設備は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに
補給水設備の注水機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能喪失す
る燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処することから，当該系
統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要な設備を確保する設計とす
る。

設置要求

10

代替注水設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を
損なわない設計とする。

機能要求②

項目
番号

基本設計方針 要求種別
説明対象

申請対象設備
（１項変更②）

申請対象設備
（２項変更③）

仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象
申請対象設備

（１項変更③）
申請対象設備

（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-2-3　系統図
・代替注水設備
Ⅵ-2-4　配置図
・代替注水設備

【代替注水設備の基本方針】
・代替注水設備の系統構成及び配
置を説明する。

－ － － － － － ○

代替注水設備
　可搬型中型移送ポンプ
　可搬型建屋外ホース
　可搬型建屋内ホース

－ － －

＜ポンプ＞
・容量
・吐出圧力
・ 高使用圧力
・ 高使用温度
・主要寸法
・主要材料
・個数
・原動機
・取付箇所

＜主配管＞
・ 高使用圧力
・ 高使用温度
・外径
・厚さ
・主要材料
・個数
・取付箇所

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定
根拠に関する説明書
Ⅵ-1-1-3-1-1　代替注水設備

Ⅵ-2-3　系統図
・代替注水設備

【代替注水設備の基本方針】
・代替注水設備の系統構成を説明
する。

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○
代替注水設備
　可搬型中型移送ポンプ

－ － －
＜ポンプ＞
・容量

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○
代替注水設備
　可搬型建屋内ホース

－ － －
＜主配管＞
・主要材料

【重大事故等対処設備の悪影響防
止】
重大事故等対処設備の悪影響防止
について説明する。

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定
根拠に関する説明書
Ⅵ-1-1-3-1-1　代替注水設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設
2.1　使用済燃料貯蔵槽の冷却機
能に関する説明書
2.1.1　代替注水設備の冷却機能
に関する事項

【重大事故等対処設備の個数及び
容量】
重大事故等対処設備の個数及び容
量について説明する。

【代替注水設備における冷却機能
の設計方針】
可搬型中型移送ポンプ車による注
水により、燃料貯蔵プール等の水
位が維持されることを説明する。

第３Ｇｒ

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説
明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.1　多様性，位置的分散等
3.1.2　重大事故等対処設備

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

【重大事故等対処設備の多様性，
位置的分散等】
重大事故等対処設備の多様性，位
置的分散等について説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

11

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，風（台風）
及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，当該
設備の転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

12

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替注水設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

13

代替注水設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エリアの
内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を
損なわない設計とする。

設置要求 代替注水設備 設計方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

14

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，積雪及び火
山の影響に対して，積雪に対しては除雪する手順を，火山の影響（降
下火砕物による積載荷重）に対しては除灰及び屋内へ配備する手順に
関することを保安規定に定めて，管理する。

運用要求 施設共通基本設計方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

15

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，想定される重大事故等が発
生した場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなるお
それの少ない屋外で操作可能な設計とする。

設置要求
機能要求①

代替注水設備 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

16

代替注水設備の接続口は，速やかに，容易かつ確実に現場での接続が
できるよう，ホースは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応じた簡
便なコネクタ接続方式を用いる設計とする。

機能要求① 代替注水設備
設計方針（操作性の確

保）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)操作性

【重大事故等対処設備の操作性の確保】
重大事故等対処設備の操作性の確保について説
明する。

－ － － － － － － － － － －

17

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，再処理施設の運転中又は停
止中に外観確認，性能確認及び分解点検が可能な設計とする。

機能要求① 代替注水設備
設計方針（試験・検査

性）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検査性】
重大事故等対処設備の試験・検査性について説
明する。

－ － － － － － － － － － －

18

1.2.2　スプレイ設備
スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース及び可搬型スプレイヘッダで構
成する。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

Ⅵ-2-3　系統図
・スプレイ設備
Ⅵ-2-4　配置図
・スプレイ設備

【スプレイ設備の基本方針】
・スプレイ設備の系統構成及び配置を説明す
る。

－ － － － － － － － － － －

19

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の
要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において，
燃料貯蔵プール等へ水をスプレイすることにより，燃料貯蔵プール等
内の使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性物質又は放
射線の大気中への著しい放出による影響を緩和できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

スプレイ設備
　可搬型建屋内ホース
　可搬型スプレイヘッダ

設計方針

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書
Ⅵ-1-1-3-1-2　スプレイ設備

Ⅵ-2-3　系統図
・スプレイ設備

【スプレイ設備の基本方針】
・スプレイ設備の系統構成を説明する。

－ － － － － － － － － － －

20

スプレイ設備は，補給水設備と共通要因によって同時にその機能が損
なわれるおそれがないように，故障時バックアップを含めて必要な数
量を補給水設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した
複数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る設
計とする。

設置要求 スプレイ設備
設計方針（多様性、位置

的分散等）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.1　多様性，位置的分散等
3.1.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の多様性，位置的分散
等】
重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等に
ついて説明する。

－ － － － － － － － － － －

21

スプレイ設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことによ
り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① スプレイ設備
設計方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

22

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，竜巻により
飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設
備に悪影響を及ぼさない設計とする。

冒頭宣言 基本方針
基本方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防止】
重大事故等対処設備の悪影響防止について説明
する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の環境条件等について説明
する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別

11

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，風（台風）
及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，当該
設備の転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。

冒頭宣言

12

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替注水設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言

13

代替注水設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エリアの
内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を
損なわない設計とする。

設置要求

14

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，積雪及び火
山の影響に対して，積雪に対しては除雪する手順を，火山の影響（降
下火砕物による積載荷重）に対しては除灰及び屋内へ配備する手順に
関することを保安規定に定めて，管理する。

運用要求

15

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，想定される重大事故等が発
生した場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなるお
それの少ない屋外で操作可能な設計とする。

設置要求
機能要求①

16

代替注水設備の接続口は，速やかに，容易かつ確実に現場での接続が
できるよう，ホースは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応じた簡
便なコネクタ接続方式を用いる設計とする。

機能要求①

17

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，再処理施設の運転中又は停
止中に外観確認，性能確認及び分解点検が可能な設計とする。

機能要求①

18

1.2.2　スプレイ設備
スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース及び可搬型スプレイヘッダで構
成する。

冒頭宣言

19

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の
要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において，
燃料貯蔵プール等へ水をスプレイすることにより，燃料貯蔵プール等
内の使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性物質又は放
射線の大気中への著しい放出による影響を緩和できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

20

スプレイ設備は，補給水設備と共通要因によって同時にその機能が損
なわれるおそれがないように，故障時バックアップを含めて必要な数
量を補給水設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した
複数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る設
計とする。

設置要求

21

スプレイ設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことによ
り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求①

22

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，竜巻により
飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設
備に悪影響を及ぼさない設計とする。

冒頭宣言

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○ 施設共通基本設計方針 － － － －

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)操作性

【重大事故等対処設備の操作性の
確保】
重大事故等対処設備の操作性の確
保について説明する。

－ － － － － － ○ 代替注水設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検
査性】
重大事故等対処設備の試験・検査
性について説明する。

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-2-3　系統図
・スプレイ設備
Ⅵ-2-4　配置図
・スプレイ設備

【スプレイ設備の基本方針】
・スプレイ設備の系統構成及び配
置を説明する。

－ － － － － － ○
スプレイ設備
　可搬型建屋内ホース
　可搬型スプレイヘッダ

－ － －

＜主配管＞
・ 高使用圧力
・ 高使用温度
・外径
・厚さ
・主要材料
・個数
・取付箇所

Ⅵ-2-3　系統図
・スプレイ設備

【スプレイ設備の基本方針】
・スプレイ設備の系統構成を説明
する。

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説
明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.1　多様性，位置的分散等
3.1.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の多様性，
位置的分散等】
重大事故等対処設備の多様性，位
置的分散等について説明する。

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防
止】
重大事故等対処設備の悪影響防止
について説明する。

【重大事故等対処設備の環境条件
等】
重大事故等対処設備の環境条件等
について説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

23

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，燃料貯蔵プール等へ水をス
プレイするために，注水設備の大型移送ポンプ車からの送水により必
要なスプレイ流量を有する設計とするとともに，保有数は，必要数及
び予備として故障時のバックアップを含め十分な基数以上を確保する
設計とする。

機能要求②
設置要求

スプレイ設備
　可搬型スプレイヘッダ

設計方針（個数及び容
量）

－ － － － － － － － － － －

24

スプレイ設備は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに
補給水設備の注水機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能喪失す
る燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処することから，当該系
統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要な設備を確保する設計とす
る。

設置要求 スプレイ設備
設計方針（個数及び容

量）
－ － － － － － － － － － －

25

スプレイ設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を
損なわない設計とする。

機能要求②
スプレイ設備
　可搬型スプレイヘッダ
　可搬型建屋内ホース

設計方針(環境条件等) － － － － － － － － － － －

26

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，汽水の影響に対してアルミ
ニウム合金を使用する設計とする。

機能要求②
スプレイ設備
　可搬型スプレイヘッダ

設計方針(環境条件等) － － － － － － － － － － －

27

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，風（台風）
及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，収納
するコンテナ等に対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設
計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

28

地震を要因として発生した場合に対処に用いるスプレイ設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

29

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，コンテナ等
に収納して保管し，積雪及び火山の影響に対して，積雪に対しては除
雪する手順を，火山の影響（降下火砕物による積載荷重）に対しては
除灰する手順に関することを保安規定に定めて，管理する。

運用要求 施設共通基本設計方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

30

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エリアの
内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を
損なわない設計とする。

設置要求 スプレイ設備 設計方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

31

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，想定される重大事故等が発
生した場合においても操作に支障がないように，当該設備の設置後
は，線量率の高くなるおそれの少ない屋外で操作可能な注水設備の大
型移送ポンプ車の操作により水のスプレイが可能な設計とする。

設置要求
機能要求①

スプレイ設備 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

32

スプレイ設備の接続口は，速やかに，容易かつ確実に現場での接続が
できるよう，ホースは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応じた簡
便なコネクタ接続方式を用いる設計とする。

機能要求① スプレイ設備
設計方針（操作性の確

保）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)操作性

【重大事故等対処設備の操作性の確保】
重大事故等対処設備の操作性の確保について説
明する。

－ － － － － － － － － － －

33

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，再処理施設の運転中又は停
止中に外観点検が可能な設計とする。

機能要求① スプレイ設備
設計方針（試験・検査

性）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検査性】
重大事故等対処設備の試験・検査性について説
明する。

－ － － － － － － － － － －

34

1.2.3　漏えい抑制設備
漏えい抑制設備は，サイフォンブレーカ並びに設計基準対象の施設と
兼用する溢水防護設備の止水板及び蓋で構成する。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

Ⅵ-2-3　系統図
・漏えい抑制設備
Ⅵ-2-4　配置図
・漏えい抑制設備

【漏えい抑制設備設備の基本方針】
・漏えい抑制設備設備の系統構成及び配置を説
明する。

－ － － － － － － － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の環境条件等について説明
する。

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書
Ⅵ-1-1-3-1-2　スプレイ設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
2.1　使用済燃料貯蔵槽の冷却機能に関する説
明書
2.1.2　スプレイ設備の冷却機能に関する事項

【重大事故等対処設備の個数及び容量】
重大事故等対処設備の個数及び容量について説
明する。

【スプレイ設備における冷却機能の設計方針】
スプレイ設備によるスプレイ流量が、燃料貯蔵
プール等からの蒸発量を上回ることを説明す
る。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別

23

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，燃料貯蔵プール等へ水をス
プレイするために，注水設備の大型移送ポンプ車からの送水により必
要なスプレイ流量を有する設計とするとともに，保有数は，必要数及
び予備として故障時のバックアップを含め十分な基数以上を確保する
設計とする。

機能要求②
設置要求

24

スプレイ設備は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに
補給水設備の注水機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能喪失す
る燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処することから，当該系
統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要な設備を確保する設計とす
る。

設置要求

25

スプレイ設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を
損なわない設計とする。

機能要求②

26

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，汽水の影響に対してアルミ
ニウム合金を使用する設計とする。

機能要求②

27

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，風（台風）
及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，収納
するコンテナ等に対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設
計とする。

冒頭宣言

28

地震を要因として発生した場合に対処に用いるスプレイ設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言

29

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，コンテナ等
に収納して保管し，積雪及び火山の影響に対して，積雪に対しては除
雪する手順を，火山の影響（降下火砕物による積載荷重）に対しては
除灰する手順に関することを保安規定に定めて，管理する。

運用要求

30

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エリアの
内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を
損なわない設計とする。

設置要求

31

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，想定される重大事故等が発
生した場合においても操作に支障がないように，当該設備の設置後
は，線量率の高くなるおそれの少ない屋外で操作可能な注水設備の大
型移送ポンプ車の操作により水のスプレイが可能な設計とする。

設置要求
機能要求①

32

スプレイ設備の接続口は，速やかに，容易かつ確実に現場での接続が
できるよう，ホースは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応じた簡
便なコネクタ接続方式を用いる設計とする。

機能要求①

33

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，再処理施設の運転中又は停
止中に外観点検が可能な設計とする。

機能要求①

34

1.2.3　漏えい抑制設備
漏えい抑制設備は，サイフォンブレーカ並びに設計基準対象の施設と
兼用する溢水防護設備の止水板及び蓋で構成する。

冒頭宣言

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

－ － － － － － ○
スプレイ設備
　可搬型スプレイヘッダ

－ － －
＜主配管＞
・個数

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

－ － － － － － ○
スプレイ設備（スプレイ設備）
　可搬型スプレイヘッダ
　可搬型建屋内ホース

－ － －
＜主配管＞
・主要材料

－ － － － － － ○
スプレイ設備
　可搬型スプレイヘッダ

－ － －
＜主配管＞
・主要材料

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 施設共通基本設計方針 － － － －

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)操作性

【重大事故等対処設備の操作性の
確保】
重大事故等対処設備の操作性の確
保について説明する。

－ － － － － － ○ スプレイ設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検
査性】
重大事故等対処設備の試験・検査
性について説明する。

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-2-3　系統図
・漏えい抑制設備
Ⅵ-2-4　配置図
・漏えい抑制設備

【漏えい抑制設備設備の基本方
針】
・漏えい抑制設備設備の系統構成
及び配置を説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件
等】
重大事故等対処設備の環境条件等
について説明する。

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定
根拠に関する説明書
Ⅵ-1-1-3-1-2　スプレイ設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設
2.1　使用済燃料貯蔵槽の冷却機
能に関する説明書
2.1.2　スプレイ設備の冷却機能
に関する事項

【重大事故等対処設備の個数及び
容量】
重大事故等対処設備の個数及び容
量について説明する。

【スプレイ設備における冷却機能
の設計方針】
スプレイ設備によるスプレイ流量
が、燃料貯蔵プール等からの蒸発
量を上回ることを説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

35

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，プール水冷却系の配管の破
断によるサイフォン効果が発生した場合において，サイフォン効果を
停止することにより，燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいを
抑制できる設計とする。

機能要求②

漏えい抑制設備
　サイフォンブレーカ（主配管（設
計基準対象の施設と兼用する配管
（プール水冷却系）））

設計方針 － － － － － － － － － － －

36

また，漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地震によるスロッシングが
発生した場合において，燃料貯蔵プール等からの溢水を抑制すること
により，燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいを抑制できる設
計とする。

機能要求②
漏えい抑制設備
　止水板
　蓋

設計方針 － － － － － － － － － － －

37

重大事故等における条件に対して漏えい抑制設備は，想定される重大
事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に
対する健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の環境条件等について説明
する。

－ － － － － － － － － － －

38

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，他の設備から独立して単独
で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす
る。

機能要求① 漏えい抑制設備
設計方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

39

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安全機能を有する施設として使用
する場合と同様に重大事故等対処設備として使用することにより，他
の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① 漏えい抑制設備
設計方針（悪影響防止

等）
－ － － － － － － － － － －

40

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，プール水冷却系の配管が破
断した際に発生を想定するサイフォン効果を停止するために必要な孔
径を有する設計とする。

機能要求②

漏えい抑制設備
　サイフォンブレーカ（主配管（設
計基準対象の施設と兼用する配管
（プール水冷却系）））

設計方針（個数及び容
量）

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書
1.概要
2.基本方針
Ⅵ-1-1-3-1-3　漏えい抑制設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
2.3　使用済燃料貯蔵槽の水深の遮蔽能力に関
する説明書

【重大事故等対処設備の個数及び容量】
重大事故等対処設備の個数及び容量について説
明する。

【重大事故等時における燃料貯蔵プール等の遮
蔽能力について】
燃料貯蔵プール等からの水の漏えいその他の要
因により当該貯蔵プール等の水位が低下した場
合における放射線の遮蔽能力について説明す
る。

－ － － － － － － － － － －

41

漏えい抑制設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使
用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能
を損なわない設計とする。

機能要求②

漏えい抑制設備
　サイフォンブレーカ（主配管（設
計基準対象の施設と兼用する配管
（プール水冷却系）））
　止水板
　蓋

設計方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

42

地震を要因として発生した場合に対処に用いる漏えい抑制設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

43

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない
設計とする。

設置要求 漏えい抑制設備 設計方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

44

漏えい抑制設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能
な設計とする。

機能要求① 漏えい抑制設備
設計方針（試験・検査

性）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検査性】
重大事故等対処設備の試験・検査性について説
明する。

－ － － － － － － － － － －

45

1.2.4　臨界防止設備
臨界防止設備は，設計基準対象の施設と兼用する燃料受入れ設備の燃
料仮置きラック，燃料貯蔵設備の燃料貯蔵ラック並びに燃料送出し設
備のバスケット及びバスケット仮置き架台（実入り用）で構成する。

冒頭宣言 基本方針 基本方針
Ⅵ-2-4　配置図
・臨界防止設備

【臨界防止設備設備の基本方針】
・臨界防止設備設備の配置を説明する。

－ － － － － － － － － － －

【漏えい抑制設備の基本方針】
・漏えい抑制設備の系統構成及び構造を説明す
る。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防止】
重大事故等対処設備の悪影響防止について説明
する。

Ⅵ-2-3　系統図
・漏えい抑制設備
Ⅵ-2-5　構造図
・漏えい抑制設備

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の環境条件等について説明
する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別

35

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，プール水冷却系の配管の破
断によるサイフォン効果が発生した場合において，サイフォン効果を
停止することにより，燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいを
抑制できる設計とする。

機能要求②

36

また，漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地震によるスロッシングが
発生した場合において，燃料貯蔵プール等からの溢水を抑制すること
により，燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいを抑制できる設
計とする。

機能要求②

37

重大事故等における条件に対して漏えい抑制設備は，想定される重大
事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に
対する健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言

38

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，他の設備から独立して単独
で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす
る。

機能要求①

39

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安全機能を有する施設として使用
する場合と同様に重大事故等対処設備として使用することにより，他
の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求①

40

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，プール水冷却系の配管が破
断した際に発生を想定するサイフォン効果を停止するために必要な孔
径を有する設計とする。

機能要求②

41

漏えい抑制設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使
用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能
を損なわない設計とする。

機能要求②

42

地震を要因として発生した場合に対処に用いる漏えい抑制設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言

43

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない
設計とする。

設置要求

44

漏えい抑制設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能
な設計とする。

機能要求①

45

1.2.4　臨界防止設備
臨界防止設備は，設計基準対象の施設と兼用する燃料受入れ設備の燃
料仮置きラック，燃料貯蔵設備の燃料貯蔵ラック並びに燃料送出し設
備のバスケット及びバスケット仮置き架台（実入り用）で構成する。

冒頭宣言

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

－ － － － － － ○

漏えい抑制設備
　サイフォンブレーカ（主配管（設
計基準対象の施設と兼用する配管
（プール水冷却系）））

－ － －

＜主配管＞
・ 高使用圧力
・ 高使用温度
・外径
・厚さ
・主要材料

－ － － － － － ○
漏えい抑制設備
　止水板
　蓋

－ － －

＜防水区画構造
物＞
・主要寸法
・主要材料

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件
等】
重大事故等対処設備の環境条件等
について説明する。

－ － － － － － ○ 漏えい抑制設備 － － － －

－ － － － － － ○ 漏えい抑制設備 － － － －

－ － － － － － ○

漏えい抑制設備
　サイフォンブレーカ（主配管（設
計基準対象の施設と兼用する配管
（プール水冷却系）））

－ － －
＜主配管＞
・主要寸法

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定
根拠に関する説明書
1.概要
2.基本方針
Ⅵ-1-1-3-1-3　漏えい抑制設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設
2.3　使用済燃料貯蔵槽の水深の
遮蔽能力に関する説明書

【重大事故等対処設備の個数及び
容量】
重大事故等対処設備の個数及び容
量について説明する。

【重大事故等時における燃料貯蔵
プール等の遮蔽能力について】
燃料貯蔵プール等からの水の漏え
いその他の要因により当該貯蔵
プール等の水位が低下した場合に
おける放射線の遮蔽能力について
説明する。

－ － － － － － ○

漏えい抑制設備（漏えい抑制設備）
　サイフォンブレーカ（主配管（設
計基準対象の施設と兼用する配管
（プール水冷却系）））
　止水板
　蓋

－ － －

＜主配管＞
・主要材料

＜防水区画構造
物＞
・主要材料

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 漏えい抑制設備 － － － －

－ － － － － － ○ 漏えい抑制設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検
査性】
重大事故等対処設備の試験・検査
性について説明する。

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －
Ⅵ-2-4　配置図
・臨界防止設備

【臨界防止設備設備の基本方針】
・臨界防止設備設備の配置を説明
する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

Ⅵ-2-3　系統図
・漏えい抑制設備
Ⅵ-2-5　構造図
・漏えい抑制設備

【重大事故等対処設備の悪影響防
止】
重大事故等対処設備の悪影響防止
について説明する。

【漏えい抑制設備の基本方針】
・漏えい抑制設備の系統構成及び
構造を説明する。

【重大事故等対処設備の環境条件
等】
重大事故等対処設備の環境条件等
について説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

44



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

46

臨界防止設備は，燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失
し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいその他の要因に
より燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール等
からの大量の水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位
が異常に低下した場合において，燃料貯蔵プール等内における使用済
燃料の臨界を防止できる設計とする。

機能要求②

臨界防止設備
　燃焼度計測前燃料仮置きラック
　燃焼度計測後燃料仮置きラック
　高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　BWR燃料用バスケット
　PWR燃料用バスケット
　バスケット仮置き架台（実入り
用）

設計方針
Ⅵ-2-5　構造図
・臨界防止設備

【臨界防止設備の基本方針】
・臨界防止設備の構造を説明する。

－ － － － － － － － － － －

47

重大事故等における条件に対して臨界防止設備は，想定される重大事
故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に対
する健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の環境条件等について説明
する。

－ － － － － － － － － － －

48

臨界防止設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同様に
重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を
及ぼさない設計とする。

機能要求① 臨界防止設備
設計方針（悪影響防止

等）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防止】
重大事故等対処設備の悪影響防止について説明
する。

－ － － － － － － － － － －

49

臨界防止設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同様
に，臨界を防止するために必要な燃料間距離を有する設計とする。

機能要求②

臨界防止設備
　燃焼度計測前燃料仮置きラック
　燃焼度計測後燃料仮置きラック
　高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　BWR燃料用バスケット
　PWR燃料用バスケット
　バスケット仮置き架台（実入り
用）

設計方針（個数及び容
量）

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書
1.概要
2.基本方針
Ⅵ-1-1-3-1-4　臨界防止設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
2.2　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の
使用済燃料が臨界に達しないことに関する説明
書

【重大事故等対処設備の個数及び容量】
重大事故等対処設備の個数及び容量について説
明する。

【臨界防止設備における未臨界性についての設
計方針】
燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合におい
て、使用済燃料が臨界に達しないことを説明す
る。

－ － － － － － － － － － －

50

臨界防止設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を
損なわない設計とする。

機能要求②

臨界防止設備
　燃焼度計測前燃料仮置きラック
　燃焼度計測後燃料仮置きラック
　高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　BWR燃料用バスケット
　PWR燃料用バスケット
　バスケット仮置き架台（実入り
用）

設計方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

51

地震を要因として発生した場合に対処に用いる臨界防止設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

52

臨界防止設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使用済燃料
受入れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設
計とする。

設置要求 臨界防止設備 設計方針（環境条件等） － － － － － － － － － － －

53

臨界防止設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な
設計とする。

機能要求① 臨界防止設備
設計方針（試験・検査

性）

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検査性】
重大事故等対処設備の試験・検査性について説
明する。

－ － － － － － － － － － －

54

1.2.5　監視設備
監視設備は，計装設備の一部である可搬型燃料貯蔵プール等水位計
（超音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー），可搬型
燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計
（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），
可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プー
ル等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベ
イメータ），可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計），可
搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニット
Ｃ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユ
ニット，可搬型監視ユニット，可搬型計測ユニット用空気圧縮機及び
けん引車で構成する。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設，安全上重要
な施設及び重大事故等対処設備が使用される条
件の下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の環境条件等について説明
する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別

46

臨界防止設備は，燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失
し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいその他の要因に
より燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール等
からの大量の水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位
が異常に低下した場合において，燃料貯蔵プール等内における使用済
燃料の臨界を防止できる設計とする。

機能要求②

47

重大事故等における条件に対して臨界防止設備は，想定される重大事
故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に対
する健全性を確保する設計とする。

冒頭宣言

48

臨界防止設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同様に
重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を
及ぼさない設計とする。

機能要求①

49

臨界防止設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同様
に，臨界を防止するために必要な燃料間距離を有する設計とする。

機能要求②

50

臨界防止設備は，耐熱性及び耐水性を有する材質とすることで，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を
損なわない設計とする。

機能要求②

51

地震を要因として発生した場合に対処に用いる臨界防止設備は，
「３．自然現象」の「３．１　地震による損傷の防止」に基づく設計
とすることでその機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言

52

臨界防止設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使用済燃料
受入れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設
計とする。

設置要求

53

臨界防止設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な
設計とする。

機能要求①

54

1.2.5　監視設備
監視設備は，計装設備の一部である可搬型燃料貯蔵プール等水位計
（超音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー），可搬型
燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計
（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），
可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プー
ル等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベ
イメータ），可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計），可
搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニット
Ｃ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユ
ニット，可搬型監視ユニット，可搬型計測ユニット用空気圧縮機及び
けん引車で構成する。

冒頭宣言

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

－ － － － － － ○

臨界防止設備
　燃焼度計測前燃料仮置きラック
　燃焼度計測後燃料仮置きラック
　高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　BWR燃料用バスケット
　PWR燃料用バスケット
　バスケット仮置き架台（実入り
用）

－ － －

＜ラック/ピット
/棚＞
・臨界管理（核
的制限値等）
・主要寸法
・主要材料

Ⅵ-2-5　構造図
・臨界防止設備

【臨界防止設備の基本方針】
・臨界防止設備の構造を説明す
る。

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件
等】
重大事故等対処設備の環境条件等
について説明する。

－ － － － － － ○ 臨界防止設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.2　重大事故等対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防
止】
重大事故等対処設備の悪影響防止
について説明する。

－ － － － － － ○

臨界防止設備
　燃焼度計測前燃料仮置きラック
　燃焼度計測後燃料仮置きラック
　高残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　高残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度BWR燃料貯蔵ラック
　低残留濃縮度PWR燃料貯蔵ラック
　BWR燃料用バスケット
　PWR燃料用バスケット
　バスケット仮置き架台（実入り
用）

－ － －

＜ラック/ピット
/棚（臨界管理）
＞
・臨界管理（核
的制限値等）
・主要寸法
・主要材料

Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定
根拠に関する説明書
1.概要
2.基本方針
Ⅵ-1-1-3-1-4　臨界防止設備

別添２
1.概要
2.使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設
2.2　使用済燃料の受入れ施設及
び貯蔵施設の使用済燃料が臨界に
達しないことに関する説明書

【重大事故等対処設備の個数及び
容量】
重大事故等対処設備の個数及び容
量について説明する。

【臨界防止設備における未臨界性
についての設計方針】
燃料貯蔵プール等の水位が低下し
た場合において、使用済燃料が臨
界に達しないことを説明する。

－ － － － － － ○ 臨界防止設備 － － －

＜ラック/ピット
/棚（臨界管理）
＞
・主要材料

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 臨界防止設備 － － － －

－ － － － － － ○ 臨界防止設備 － － － －

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3. 健全性確保のための設計方針
3.4　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
(2)試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検
査性】
重大事故等対処設備の試験・検査
性について説明する。

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

【重大事故等の対処に必要なパラ
メータの計測又は推定】
・重大事故等に対処するために監
視することが必要なパラメ タの

【重大事故等対処設備の環境条件
等】
重大事故等対処設備の環境条件等
について説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施
設，安全上重要な施設及び重大事
故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
3.　健全性確保のための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等対処設備
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）第１Ｇｒ

55

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式），可搬型燃料
貯蔵プール等水位計（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等水位計
（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ式），可搬
型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール等
温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サー
ベイメータ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）
は，燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯
蔵プール等からの小規模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵
プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量の
水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下
した場合において，燃料貯蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プー
ル等上部の空間線量率について，重大事故等により変動する可能性の
ある範囲にわたり測定できる設計とするとともに，監視設備の可搬型
燃料貯蔵プール等状態監視カメラは，燃料貯蔵プール等の状態を監視
できる設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － －

56

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空
冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ及び可
搬型計測ユニット用空気圧縮機は，燃料貯蔵プール等の水温上昇に伴
い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合において，冷
却空気を供給することにより，可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメ
ラ及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）を冷却し保
護できる設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － －

57

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯
蔵プール等水位計（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計
（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，可搬型燃
料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計），可搬型空冷ユニットＡ，
可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニット
Ｄ，可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット及び可搬型監視ユ
ニットは，代替電源設備から受電できる設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － －

58

監視設備における重大事故等対処設備としての基本設計方針について
は「4.　計測制御系統施設」に示す。

冒頭宣言 基本方針 基本方針 － － － － － － － － － － －

Ⅵ-1-2-2 使用済燃料貯蔵槽の温度，水位及び
漏えいを監視する装置の構成に関する説明書並
びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書

【重大事故等の対処に必要なパラメータの計測
又は推定】
・重大事故等に対処するために監視することが
必要なパラメータの計測方針について説明す
る。
・重大事故等に対処するために監視することが
必要なパラメータの選定方針について説明す
る。
・重大事故等に対処するために監視することが
必要なパラメータの監視・記録方針について説
明する。
・重大事故等に対処するために監視することが
必要なパラメータを計測する設備の設計方針に
ついて説明する。

【計装設備の構成】
・燃料貯蔵プール等の温度及び水位等を監視す
る装置の構成する計装設備について、測定時の
設備系統構成について説明する。また，可搬型
設備の計測点，保管場所，接続場所を示す。
・使用済燃料プール等の監視設備の冷却装置の
構成について説明する。

「Ⅵ-1-1-4安全設備及び重大事故等対処設備が
使用される条件の下における健全性に関する説
明書」において詳細を展開する。

【計装設備の計測範囲】
・重大事故等に対処するために監視することが
必要なパラメータを計測する設備の計測範囲の
設定方針を説明する。
・各計測設備における計測範囲を説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第42条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別

55

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式），可搬型燃料
貯蔵プール等水位計（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等水位計
（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ式），可搬
型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール等
温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サー
ベイメータ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）
は，燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯
蔵プール等からの小規模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵
プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量の
水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下
した場合において，燃料貯蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プー
ル等上部の空間線量率について，重大事故等により変動する可能性の
ある範囲にわたり測定できる設計とするとともに，監視設備の可搬型
燃料貯蔵プール等状態監視カメラは，燃料貯蔵プール等の状態を監視
できる設計とする。

冒頭宣言

56

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空
冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ及び可
搬型計測ユニット用空気圧縮機は，燃料貯蔵プール等の水温上昇に伴
い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合において，冷
却空気を供給することにより，可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメ
ラ及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）を冷却し保
護できる設計とする。

冒頭宣言

57

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯
蔵プール等水位計（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計
（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，可搬型燃
料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計），可搬型空冷ユニットＡ，
可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニット
Ｄ，可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット及び可搬型監視ユ
ニットは，代替電源設備から受電できる設計とする。

冒頭宣言

58

監視設備における重大事故等対処設備としての基本設計方針について
は「4.　計測制御系統施設」に示す。

冒頭宣言

説明対象
申請対象設備

（１項変更②）
申請対象設備

（２項変更③）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更③）

申請対象設備
（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第３Ｇｒ第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用）

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

－ － － － － － ○ 基本方針 － － － －

Ⅵ-1-2-2 使用済燃料貯蔵槽の温
度，水位及び漏えいを監視する装
置の構成に関する説明書並びに計
測範囲及び警報動作範囲に関する
説明書

視することが必要なパラメータの
計測方針について説明する。
・重大事故等に対処するために監
視することが必要なパラメータの
選定方針について説明する。
・重大事故等に対処するために監
視することが必要なパラメータの
監視・記録方針について説明す
る。
・重大事故等に対処するために監
視することが必要なパラメータを
計測する設備の設計方針について
説明する。

【計装設備の構成】
・燃料貯蔵プール等の温度及び水
位等を監視する装置の構成する計
装設備について、測定時の設備系
統構成について説明する。また，
可搬型設備の計測点，保管場所，
接続場所を示す。
・使用済燃料プール等の監視設備
の冷却装置の構成について説明す
る。

「Ⅵ-1-1-4安全設備及び重大事故
等対処設備が使用される条件の下
における健全性に関する説明書」
において詳細を展開する。

【計装設備の計測範囲】
・重大事故等に対処するために監
視することが必要なパラメータを
計測する設備の計測範囲の設定方
針を説明する。
・各計測設備における計測範囲を
説明する。

〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目

凡例
・「説明対象」について
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令和３年９月 30 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙３ 
 
 
 

基本設計方針の添付書類への展開 
 

※本別紙は追而とする。 
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令和３年９月 30 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙４ 
 

 

 

添付書類の発電炉との比較 
 

※本別紙は追而とする。 
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令和３年９月 30 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙５ 
 
 
 

補足説明すべき項目の抽出 
 

※本別紙は追而とする。 
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令和３年９月 30 日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙６ 
 
 
 

変更前記載事項の 
既設工認等との紐づけ 

 
※本別紙は、別紙１による基本設計方針の記載事項の確定後に示す。 
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